
精神保健福祉士の養成の在り方等に関する検討会  

（第2回）  

議 事 次 第  

1． 日時 平成20年3月13日（木）10：00～12：00  

2．場所 厚生労働省共用第8会議室（6F）  

3．議事  

頁）精神保健福祉士の養成の在り方等について  

② その他  

【配布資料】  

資料1 精神保健福祉士の養成の在り方等に関する検討会構成員名簿  

資料2 第1回検討会での主な意見と対応案について  

資料3 精神保健福祉士と社会福祉士の共通科目案について  

資料4 平成21年4月施行分スケジュール（案）  

参考資料   

1 精神保健福祉士養成課程における新たな教育力リキュラムの  

内容（案）  

2 社会福祉士養成課程における教育内容等の見直しについて  

（案）   



精神保健福祉士の養成の在り方等に関する検討会構成員名簿  

○は座長   



第1回検討会での主な意見と  
対応案について   



第1回検討会での主な意見と対応案について  

1社会福祉士の教育力リキュラムにおいて反映  

2 第3回以降の本検討会において議論   



第1回検討会での主な意見と対応案について  

3 当初の社会福祉士の教育力リキュラムを維持  
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第1回検討会での意見を踏まえた社会福祉士の教育力リキュラムの主な変更点   

※ 参考資料2「社会福祉士養成課程における教育内容等の見直しについて」14頁参照  
■■■■■■■■■■■＝■■＝＝■■1■■●■■■■■■■■■＝＝＝1＝＝＝＝■■■■■●■■■■■■■■■＝＝＝＝暮■■■■■■■■■●■■■■■■■■■■■■■■■■■  ■
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1－C 社会理論と社会システム（30時間）  

シラバスの内容  

想定される教育内容の例   
ねらい   含まれるべき事項   

・社会理論による現代社会の捉え方を   ① 現代社会の理解   ○ 社会システム   ・社会システムの概念、文化・規範、   

理解する。  社会意識、産業と職業、社会階級と  

社会階層、社会指標  

・生活について理解する。  ・その他  

○ 法と社会システム   ・法と社会規範  
・人と社会の関係について理解する。  

・法と社会秩序  

・その他  

○ 経済と社会システム   ・市場の概念  

・交換の概念  

・労働の概念 ・就業形態 ・その他  



第1回検討会での意見を踏まえた社会福祉士の教育力リキュラムの主な変更点  

※参考資料2「社会福祉士養成課程における教育内容等の見直しについて」30頁参照  
＝■■■■■■●■■■1■■■■－■■■－■●1…■－t■■■－●－■－…■－……←－－●■■－■■＝■－■■■－■■－…■■■■■暮1■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■●●  

［  3－b福祉行財政と福祉計画（30時間）  

シラバスの内容  

」  

想定される教育内容の例   
ねらい   含まれるべき事項   

・福祉の行財政の実施体制（国・都道   ①福祉行政の実施体制   ○ 国の役割   ・法定受託事務と自治事務   

府県・市町村め役割、国と地方の関係、  ・その他  

財源、組織及び団体、専門職の役割を  ○ 都道府県の役割   ■ 福祉行政の広域的調整、事   
含む。）について理解する。  業者の指導監督  

・その他   

■  
二  

■ ■＝＝＝■＝■■■－■＝■■■＝■■－■－……■＝1…‥＝■■■暮■■－■＝●■■－…■1■－－1…＝■■＝＝■■■＝■＝＝■暮＝＝＝＝■＝■■■■■＝  
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第1回検討会での意見を踏まえた社会福祉士の教育力リキュラムの主な変更点  

※ 参考資料2「社会福祉士養成課程における教育内容等の見直しについて」56、57頁参照  
■●●＝■■＝■■＝■■■t■■●■■■■■■＝…■－■－－■■■■■■■■■■■■■■｝＝＝■■■■■■■■▼■■■＝■■■■■■暮■■■■■■■■■■＝■■■■■■■■■■■■■■■■■  
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4－h 権利擁護と成年後見制度（30時間）  

シラバスの内容  
想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項   

・相談援助活動と法（日本国憲法  ①相談援助活動と法（日本国  ○ 相談援助活動において想定され ・福祉サービスの利用と契約・消費者被害と消費者保護   

の基本原理、民法・行政法の理解を  ・自己破産  t 借家保証  

含む。）との関わりについて理解す   
・行政処分と不服申立  ・その他  

る。  ○ 日本国憲法の基本原理の理解   ・基本的人権の尊重  ・その他  

・相談援助活動において必要とな  

る成年後見制度（後見人等の役割  ○ 民法の理解  ・契約 ・不法行為   ・親族  ・相続  

を含む。）について理解する。  
・その他  

，成年後見制度の実際について理  ○ 行政法の理解  ・行政行為  ・行政事件手続  

解する。  
・情報公開  ・その他  

・社会的排除や虐待などの権利侵  ⑤権利擁護に係る組織、団体  ○ 家庭裁判所の役割 ○ 法務局の役割 ○ 市町村の役割（市町村申立）   

害や認知症などの日常生活上の支  の役割と実際   ○ 弁護士の役割 ○ 司法書士の役割 ○ 社会福祉士の活動の実際   

接が必要な者に対する権利擁護活 のについてする 
動実際理解。  

○ 被虐待児・者（高齢者を含む。）への対応の実際 ○ アルコール等依存者への対応の英傑  

○ 非行少年への対応の実際 ○ ホームレスヘの対応の実際 ○ 多聞埼玉複ケースへの対応の実際  
○ 障害児・者への支援の実際  



※ 参考資料2「社会福祉士養成課程における教育内容等の見直しについて」22頁参照  
■■●▼■■■■●●＝■■＝■■＝■■■■■■■■■■■■■■■■1■■■■■■■■■■■■●■■■■■■■■■■■■■■■■■■●■■■■■■－……■－－………■－－……－■－…＝－■■  
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2－a 相談援助の基盤と専門職（60時間）  

シラバスの内容  
想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項   

・社会福祉士の役割（総合的かつ包括   ①社会福祉士の役割と意義  ○ 社会福祉士及び介護福祉士法   ・定義、義務   

的な援助及び地域福祉の基盤整備と  ・法制度成立の背景   

開発含む）と意義について理解する。  ・法制度見直しの背景  

・その他  
・精神保健福祉士の役割と意義につい  

て理解する。  
○ 社会福祉士の専門性  

②精神保健福祉士の役割と意義  ○ 精神保健福祉士法   ・定義、義務  

・その他  

○ 精神保健福祉士の専門性  
■■■■■■■■■■＝■t■■■■■■■■■■■■■■■1■■■■■■■●1■■■■■■■■■■■t＝＝■■■■■■■■■■■■■＝＝＝＝■■■■■■■■■■＝＝＝■■■■■■■＝＝■■■■  
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精神保健福祉士と社会福祉士の  
共通科目案について   



精神保健福祉士のカリキュラムと社会福祉士におけるカリキュラムの見直し（共通科目関係）  

社会福祉士の見直し  精神保健福祉士の見直し   

讐，050h）巨譜竺竺案）（1，110h）山  
福祉原調（60h）  

一福祉行財政と福祉計画（30h）   

・社会保障論（60h） l・社会保障（60h）  

”   
】  

l・低所得者に対する支援と生活保護制  

l  

度（30h）  

l・地域福祉の理論と方法（60h）  

・地域福祉論（30h） （  ト心理学理論と心理的支援（30h）  

リレ理子（30h）  
（  

ト社会理論と社会システム（30h）  

l  ＜  
∠＿＿ゝ  l・権利擁喜菅と成年後見制度（30h）  

r   

（  

■■■■■■■■■ヽ  
l・人体の構造と機能及び疾病（30h）  

傾健医療サービス（30h）∬与て古d言：  

j   

・精神医学（60h）  ・精神医学（60h）  

・精神保健学（60h）  ・精神保健学（60h）   

】 u  ・精神科リハビリテーション学（60h）  

】 ‡   

（60h）  

・精神保健福祉論（90h）  ・精神保健福祉論（90h）  

一精神保健福祉援助技術総論  ・精神保健福祉援助技術総論（60h）  

（60h）  

・精神保健福祉援助技術各論  ・精神保健福祉援助技術各論（60h）  

（60h）  
つ■■■■■■■■ll  

■＝＝■■■ヽ  
．  

．  

計720hl  】計780hl  

実習・演習330h  実習頒習330h   

見直し（1，200h）  現行（1，050h）  

・社会福祉原論（60h）  ・現代社会と福祉（60h）  

・福祉行財政と福祉計画（30h）★一r  
●●●●  

A   ・社会保障（60h）1  ・社会保障論（60h）：   ●  

●  

1低所得者に対する支援と生活保護制度  ■公的扶助論御 
●  ●  

（30h）  

・地域福祉の理論と方法（60h）l  

り♭理学理論と心理的支援（30h）l  

・社会理論と社会システム（30h）l  

・権利擁護と成年後見制度（30h）  

・人体の構造と機能及び疾 

㈲建医療サ‾ビス（30h） 
．  

1■一●－●◆●        ■ ● ● ● ■ ● ■1ト・◆●一●－●■■■■■■■■    ー●●1l●一●●●一●【●－●●・●1l●●1l●●●▲－●－●■●・  

・福祉サービスの組織と経営（30h）  
・介護概論（30h）  

・就労支援サービス（15h）  

・老人福祉言剣60h）  

．更生保護制度（15h）．  
・障害者福祉論（60h）  

・高齢者に対する支援と介護保険制度  

（60h）  ・児童福祉論（60h）  

・障害者に対する支援と障害者自立支援  
制度（30h）  ・社会福祉援助技術論   

（120h）  

・児童や家庭に対する支援と児童・家庭  t＝＝■■ヽ  
福祉制度（30h）  

‖  
・相談援助の基盤と専門職（60h）  

・相談援助の理論と方法（120h 

計780h  
】計660hl  

実習頒習420h   実習頒習390h  

【J  l   
通科目として位置づけることが必要な科目。  ※ 矢印上にある印のうち、○印は共通科目として位置づけることが妥当である科目。△印は条件付きで共  



精神保健福祉士の共通科目の見直しについて  

社会福祉原論（現行）  現代社会と福祉（見直し案）  

目標 ねらい  

1現代社会における社会福祉の理念と意義について理解させる。  ・現代社会における福祉制度の意義や理念、福祉政策との関係について理解する。  

2 社会福祉の対象と援助の形態及び方法について、老人や障害者を中心に介護と  ・福祉の原理をめぐる理論と哲学について理解する。  
の関係に十分留意させつつ理解させる。  ・福祉政策におけるニーズと資源について理解する。  
3 社会福祉サービス体系の概要について理解させる。  ・福祉政策の課題について理解する。  
4 社会福祉の専門性と倫理について理解させる。  ・福祉政策の構成要素（福祉政策における政府、市場、家族、個人の役割を含む。）  

5 社会福祉関係職種の内容について理解させる。  について理解する。  

6 社会福祉の法体系、実施体制及び財政全体の概要について理解させる。  ・福祉政策と関連政策（教育政策、住宅政策、労働政策を含む。）の関係について理  

7 社会福祉を巡る我が国及び諸外国の動向について理解させる。  解する。  

■相談援助活動と福祉政策との関係について理解する。  

内容  含まれるべき事項  

①現代社会における福祉制度と福祉政策  

1）社会福祉理念の発達  ②福祉の原理をめぐる理論と哲学  

2）概念と範囲  ③福祉制度の発達過程  

3）役割と意義  ④福祉政策におけるニーズと資源  

2社会福祉対象の把握方法  ⑤福祉政策の課題  

⑥福祉政策の構成要素  

祉援助の具体的な形態と方法  ⑦福祉政策と関連政策  

1）精神保健福祉士法の意義と内容  ⑧相談援助活動と福祉政策の関係  

2）社会福祉士及び介護福祉士法の意義と内容  

3）社会福祉専門職及び機能専門職の専門性と内容  

4）保健・医療等関連分野の専門職と連携のあり方  
福祉行財政と福祉計画（見直し案）  

5）社会福祉援助活動と倫理  ねらい  

施体制及び財政の概要  
・福祉の行財政の実施体制（国・都道府県・市町村の役割、国と地方の関係、財源、  
組織及び団体、専門職の役割を含む。）について理解する。  

2）社会福祉の実施体制  ・福祉行財政の実際について理解する。  
3）社会福祉の財政と費用負担  ・福祉計画の意義や目的、主体、方法、留意点について理解する。  
4）介護保険と社会福祉の関係  

6社会福祉を巡る我が国及び諸外国の動向  含まれるべき事項  

①福祉行政の実施体制  

②福祉行財政の動向  

③福祉計画の意義と目的  

④福祉計画の主体と方法  

⑤福祉計画の実際  

2  



精神保健福祉士の共通科目の見直しについて  

社会保障論（現行）  社会保障（見直し案）   

目標  ねらい   

1現代社会における社会保障の理念と意義について理解させる。  ・現代社会における社会保障制度の課題（少子高齢化と社会保障制度の関係を含む。）につい   

2社会保障制度の体系について理解させる。  て理解する。  

3社会保障の各制度の概要について理解させる。  ・社会保障の概念や対象及びその理念等について、その発達過程も含めて理解する。  

4我が国の年金保険について熟知させる。  ・公的保険制度と民間保険制度の関係について理解する。   

5我が国の医療保険について熟知させる。  ・社会保障制度の体系と概要について理解する。  

6我が国の介護保険について熟知させる。  ・年金保険制度及び医療保険制度の具体的内容について理解する。   

7我が国の民間保険の概要と公的施策との関係について理解させる。  ・諸外国における社会保障制度の概要について理解する。   

8社会保障の実施体制及び専門職について理解させる。  

内容  含まれるべき事項   

・  ■ゝ    A  ①現代社会における社会保障制度の課題（少子高齢化と社会保障制度の   

現代土Ⅱと    1）社会保障理念の発達  関係を含む。）  
2）概念と範囲  

3）役割と意義  ②社会保障の概念や対象及びその理念   
2社会保障制度の体系  

3社会俣睦を構成する各制 

1）年金保険  
③社会保障の財源と費用   

2）医療保険  

3）労災保険  ④社会保険と社会扶助の関係  

4）失業保険（雇用保険）  

5）家族手当（児童手当）  ⑤公的保険制度と民間保険制度の関係  
6）公的扶助  

7）その他関連制度  
4我が国の年金保険制度とその具体的内痴  

⑥社会保障制度の体系   

1）国民年金  

2）厚生年金  
⑦年金保険制度の具体的内容   

3）各種共済組合の年金  

4）障害基礎年金  ⑧医療保険制度の具体的内容  

5我が国の医療保険制度とその具体的内房  

1）国民健康保険  ⑨諸外国における社会保障制度の概要  
2）健康保険  

3）各種共済組合の医療保険  

6我が国の介譜保険とその 

1）公的施策との関係  

2）現状  

7公的鮪笠と民間保険／   8社会保障の実施体制及び  

3  



精神保健福祉士の共通科目の見直しについて  

公的扶助論（現行）  低所得者に対する支援と生活保護制度（見直し案）   

目標  ねらい   

1現代社会における公的扶助の理念と意義について理解させる。  ・低所得階層の生活実態とこれを取り巻く社会情勢、福祉需要とその実際について   

2 生活保護のしくみと近年の動向について理解させる。  理解する。   

3 生活保護及び関連分野の組織・専門職及びその連携のあり方について理解させ  ・相談援助活動において必要となる生活保護制度や生活保護制度に係る他の法制   

る。  度について理解する。  

・自立支援プログラムの意義とその実際について理解する。   

内容  含まれるべき事項   

1現代社Aと八的扶助  ①低所得階層の生活実態とこれを取り巻く社会情勢、福祉需要と実際  
1）公的扶助理念の発達  

2）概念と範囲  
②生活保護制度   

3）役割と意義  

③生活保護制度における組織及び団体の役割と実際  

1）目的  

2）基本原理   ④生活保護制度における専門職の役割と実際   

3）保護の原則  

4）保護の種類と内容  ⑤生活保護制度における多職種連携、ネットワーキングと実際  

5）保護の機関と実施体制及び財源  

6）保護施設の種類  ⑥福祉事務所の役割と実際   

4生活俣譜の最近の 
⑦ 自立支援プログラムの意義と実際   

1）組織■専門職  

2）連携のあり方  ⑧低所得者対策  

⑨低所得者への住宅政策  

⑩ホームレス対策   

4   



精神保健福祉士の共通科目の見直しについて  

地域福祉論（現行）  地域福祉の理論と方法（見直し案）   

目標  ねらい   

1地域福祉の理念と内容について理解させる。  ・地域福祉の基本的考え方（人権尊重、権利擁護、自立支援、地域生活支援、地域   

2 地域福祉の推進方法について理解させる。  移行、社会的包摂等を含む。）について理解する。   

3 地域福祉の現状について理解させる。  
・地域福祉の主体と対象について理解する。 

・地域福祉に係る組織、団体及び専門職の役割と実際について理解する。  

・地域福祉におけるネットワーキング（多職種・多機関との連携を含む。）の意義と方  
法及びその実際について理解する。  

・地域福祉の推進方法（ネットワーキング、社会資源の活用・調整・開発、福祉ニー  
ズの把握方法、地域トータルケアシステムの構築方法、サービスの評価方法を含  
む。）について理解する。   

内容  含まれるべき事項   

1現代社会におけるコミュニティと地域福祉  
2現代社会と地域福毒  

①地域福祉の基本的考え方   

1）地域福祉理念の発達  

2）概念と範囲  
②地域福祉の主体と対象   

3）役割と意義  

3 地域福祉の構成  
③地域福祉に係る組織、団体及び専門職や地域住民  

1）推進の基本的な考え方  ④地域福祉の推進方法   

2）公私関係及び役割分担  

5地域福祉の現状  

5   



精神保健福祉士の共通科目の見直しについて  

心理学（現行）  心理学理論と心理的支援（見直し案）   

目標  ねらい   

1心理学の概要を理解させる。  ・心理学理論による人の理解とその技法の基礎について理解する。   

2 乳幼児期・児童期・青年期・老年期等人間の発達段階のそれぞれの時期に特有  ・人の成長・発達と心理との関係について理解する。   
な身体的、心理的特徴について理解させる。  ・日常生活と心の健康との関係について理解する。   
3心理学理論による人間理解とその技法の基礎について理解させる。  ・心理的支援の方法と実際について理解する。   
4心理学的援助技法の概要について理解させる。  

内容  含まれるべき事項   

ヽ  l彗l     力  ①人の心理学的理解  
1）欲求・動機づけと行動  

2）感情・情動  ②人の成長・発達と心理   
3）感覚・知覚・認知  

4）学習・記憶■思考  

5）知能・創造性  
③ 日常生活と心の健康   

6）人格  

7）適応と適応異常  ④ 心理的支援の方法と実際   

2人間の成長・発達と心理  

3人間理解のための心理学理論と技法  

1）基礎理論  

①精神分析  

②行動分析  

2）測定と診断  

①発達  

②知能  

③性格  

4心理学的援助技法の概要  

1）心理療法（個別面接法・集団面接法）  

2）家族心理療法  

3）行動療法  

6   



精神保健福祉士の共通科目の見直しについて  

社会学（現行）  社会理論と社会システム（見直し案）   

目標  ねらい   

1現代社会の特質について理解させる。  ・社会理論による現代社会の捉え方を理解する。   

2 現代社会における家族や地域社会の特徴について理解させる。  ・生活について理解する。   

3 現代社会における社会問題について理解させる。  ・人と社会の関係について理解する。  

・社会問題について理解する。   

内容  含まれるべき事項   

1 ①現代社会の理解  
2現代社会と科学技術  

1）科学技術の展開  ②生活の理解   
2）現代社会と科学技術  

3王貝代社会と車門】識  
③ 人と社会の関係   

4王－Aにおける家族  

1）構造及び形態  ④社会問題の理解   

2）機能  

3）変化  

4）家族と地域社会  

5現代社会における地土或社会  

1）都市化と地域社会  

2）過疎化と地域社会  

6現代社会における社会ロ8  

7   



精神保健福祉士の共通科目の見直しについて  

法学（現行）  権利擁護と成年後見制度（見直し案）   

目標  ねらい   

1社会生活における法の作用や役割について理解させる。  ・相談援助活動と法（日本国憲法の基本原理、民法・行政法の理解を含む。）との関   

2 憲法、民法及び行政法の基礎を理解させる。  わりについて理解する。  

・相談援助活動において必要となる成年後見制度（後見人等の役割を含む。）につ  

いて理解する。  

■成年後見制度の実際について理解する。  

・社会的排除や虐待などの権利侵害や認知症などの日常生活上の支援が必要な  
者に対する権利擁護活動の実際について理解する。   

内容  含まれるべき事項   

①相談援助活動と法（日本国憲法の基本原理、民法・行政法の理解を含   
む。）との関わり  

1）基本原理  

2）基本的人権  ②成年後見制度  

1）総則  
③日常生活自立支援事業   

2）物権  

3）契約  ④成年後見制度利用支援事業  

4）不法行為  

⑤権利擁護に係る組織、団体の役割と実際  

⑥権利擁護活動の実際  
1）行政行為  

2）行政不服審査  

3）行政訴訟  

4）行政手続き  

5）地方行政組織  

現行の法学において教授していない内容であるが、精神保健福祉論に  
おいて、教授している。  



精神保健福祉士の共通科目の見直しについて  

医学一般（現行）  人体の構造と機能及び疾病（見直し案）   

目標  ねらい   

1人体の基本的な構造や機能について理解させる。  ・心身機能と身体構造及び様々な疾病や障害の概要について、人の成長・発達や   

2 臨床医学の各分野の概要について理解させる。  日常生活との関係を踏まえて理解する。   

3 医学的リハビリテーションの概要について理解させる。  ・画際生活機能分類（iCF）の基本的考え方と概要について理解する。   

4現代社会の代表的な疾患について理解させる。  tリハビリテーションの概要について理解する。  

5公衆衛生の概要を理解させる。  
含まれるべき事項  

6保健医療対策の概要を理解させる。  

7医事法制と保健■医療機関及び専門職について理解させる。  ①人の成長・発達  

②心身機能と身体構造の概要  

③国際生活機能分類（ICF）の基本的考え方と概要  
1人体の構造・機能  

④健康の捉え方  
3医学的リハビリテーションの概要   

4現代社会と疾病  
⑤疾病と障害の概要  

1）がん、成人病  ⑥リハビリテーションの概要   

2）各種感染症  

3）エイズ  

4）精神・神経疾患  
保健医療サービス（見直し案）  

5）先天性疾患  ねらい  

・相談援助活動において必要となる医療保険制度（診療報酬に関する内容を含   
5 公衆衛生の現状  む。）や保健医療サービスについて理解する。   

・保健医療サービスにおける専門職の役割と実際、多職種協働について理解する。  
2）疾病と受療状況  

3）医療関係者  含まれるべき事項  

4）医療施設  ①医療保険制度  

②診療報酬   

③保健医療サービスの概要  

④保健医療サービスにおける専門職の役割と実際  

⑤保健医療サービス関係者との連携と実際   
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（参考）第1回検討会資料  

精神保健福祉士のカリキュラムと社会福祉士におけるカリキュラムの見直し（共通科目関係）  

＝ ‥      ＝；  コ言 田   

ノー      I   j             l        厩   ■．．  ！ m    王すTl，050h     旦し（）1，140h －－－        直し（）1，200    †丁，   
・社会福祉原論（60h）＜  ・現代社会と福祉（60h）  ■社会福祉原論（60h）  

・福祉行財政と福祉計画（60h）  ・福祉行財政と福祉計画（60h）  
●●●●  

l・社会保障（60h）  ム           ・社冨保障（60h）1  ・社会保障論（60h）：  ●  

●  

・公的扶助論（30h）  l・低所得者に対する支援と生活保護制  ・低所得者に対する支援と生活保護制度  
●  ●  

度（30h）  （30h）  

● ● ●  

l・地域福祉の理論と方法（60h）  ・地域福祉の理論と方法（60h）l  

● ● ●  

・地域福祉論（30h）  ・地域福祉論（30h） 

（  
）  ト心理学理論と心理的支援（30h）  ・心理学理論と心理的支援（30h）l  ・心理学（30h） 

● ● ●  

コ＝  

（  
ト社会理論と社会システム（30h）  ・社会理論と社会システム（30h）l  ・社会学（30h）  ● ● ●  

●  

法学（30h）  ・法学（30h）   

●  

（廃止）l  
●  

●  

●  

・人体の構造と機能及び疾病（30h）1  ・医学一般（60h）   
●  

■■■＝■■■ヽ  

■■■t 一鯛医療サ‾ビス（30h）碩‥ミ雪9りJ  
；乱．モ…9りJ  

●一●一●－●－●一●－●－●▼－●－●－●－●－●－●－●－●一■・■●一●一●－  

・精神医学（60h）  
・福祉サービスの組織と経営（15h）  

・介護概論（30h）  

・就労支援サービス（15h）  
・精神保健学（60h）  

・社会調査の基礎（30h）‖‥‖‖．■  ・老人福祉論（60h）  

・精神科リハビリテーション学  ・精神科リハビリテーション学（60h）  ・成年後見制度（15h）；乱．毛管9りJ  
・障害者福祉論（60h）  

・精神保健福祉論（90h）  ・精神保健福祉論（90h）  ・更生保護制度（15h）  

・精神保健福祉援助技術総論  ・精神保健福祉援助技術総論（60h）  
・高齢者に対する支援と介護保険制度  ・児童福祉論（60h）  

（60h）  

・精神保健福祉援助技術各論（60h）  ・障害者に対する支援と障害者自立支援  ・社会福祉援助技術論  

制度（30叶  
（120h）  

・児童や家庭に対する支援と児童・家庭  

福祉制度（30h）  
■●■■■■■1■ヽ  

・相談援助の基盤と専門職（60h）  
．  

・相談援助の理論と方法（120h）  

計720h（実習・演習330h）  計660h（実習・演習390h）  

二二二j lO  き で共通科目として位置づけることが必要な科目。   ※ 矢印上にある印のうち、○印は共通科目として位置づけることが妥当である科目。△印は条件付  



平成21年4月施行分スケジュール（案）  

平成20年3月～4月  

共通科目関係各省令、告示等パブリックコメント   



精神保健福祉士養成課程における  

新たな教育力リキュラムの内容（案）   



1新たな教育力リキュラムの全体像■■■■■1＝……・＝・・・・ 1P  

2 共通科目1…・t…………・・・・t……・……1・1 ・・3P  

3 非共通科目＝■‥‥t……‥＝・・■＝・・1暮＝…… …27P   



1新たな教育力リキュラムの全体像  

時間数（単位：h）  大学等  

一般養成施設  短期養成施設  （単位：科目）  

通学   通信  通学   通信  指定  

面接  教材  実習  面接  教材  実習   科目   

現代社会と福祉   60  180  60  180  ○  

福祉行財政と福祉計画   30  90  ○   ○  

社会保障   60  180  ○   ○  

共                                                                       低所得者に対する支援と生活保護制度   30  90  ○   ○   

通  地域福祉の理論と方法   60  180  60  180  ○  

科  心理学理論と心理的支援   30  90  ○   ○   

目  社会理論と社会システム   30  90  ○   ○  

権利擁護と成年後見制度   30  90  ○   ○  

人体の構造と機能及び疾病   30  90  ○   ○  

保健医療サービス   30  90  ○   ○   

精神医学   60   6   162  60   6   162  ○  

精神保健学   60   6   162  60   6   162  ○  

非                                                精神科リハビリテーション学   60   6   162  60   6   162  ○  

共  精神保健福祉論   90   9   243  90   9   243  ○  

通  精神保健福祉援助技術総論   60   6   162  ○   ○   

科 目  精神保健福祉援助技術各論   60   6   162  60   6   162  ○  

精神保健福祉援助演習   60   6   162  60   6   162  ○  

精神保健福祉援助実習   270  90  270  90   ○  

合計  1，110   45  2，385   90  780   39  1，413   90   18   9   

大
学
等
に
お
い
て
は
三
教
科
の
う
ち
、
一
致
科
 
 
 



（参考）現行の教育力リキュラム  

時間数（単位：h）  大学等  

一般養成施設  短期養成施設  （単位：科目）  

通学   通信  通学   通信  指定  

面接  教材  実習  科目   

社会福祉原論   60   6   162  ○   ○  

社会保障論   60   6   162  ○   ○  

共                                                公的扶助論   30   3   81  C）   ○   

通  地域福祉論   30   3   81  …．0．．．．  …．G．，．   

科  心理学   30   3   81  ○   ○   

目  社会学   30   3   81  ○   ○  

法学   30   3   81  ‥‖0．…  …．⊂ユ…  

医学一般   60   6   162  ○   ○   

精神医学   60   6   162  60   6   162  ○  

精神保健学   60   6   162  60   6   162  ○  

非                                                精神科リハビリテーション学   60   6   162  60   6   162  ○  

共  精神保健福祉論   90   9   243  90   9   243  ○  

通  精神保健福祉援助技術総論   60   6   162  ○   ○   

科 目  精神保健福祉援助技術各論   60   6   162  60   6   162  ○  

精神保健福祉援助演習   60   6   162  60   6   162  ○  

精神保健福祉援助実習   270  90  270  90   ○  

合計  1，050   78  2，106   90  660   39  1，053   90   16   9   

大
学
等
に
お
い
て
は
三
教
科
の
う
ち
、
一
散
科
 
 

2
 
 
 



2 共通科目   



㌫
 
 
 



現代社会と福祉（60時間）  

シラバスの内容  想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項   

・現代社会における福祉制度の意義や  ①現代社会における福祉制度と   ○ 福祉制度の概念と理念  

理念、福祉政策との関係について理解  ＿＿－＿－【▼鵬h＿【▼＿＿＿鵬  

する。  ○ 福祉政策の概念と理念  

○福祉制度と福祉政策の関係  
・福祉の原理をめぐる理論と哲学につ  

いて理解する。   P福祉政策と政治の関係  

一福祉政策におけるニーズと資源につ  ○ 福祉政策の主体と対象  

いて理解する。  
②福祉の原理をめぐる理論と哲学  ○ 福祉の原理をめぐる理論  

・福祉政策の課題について理解する。  ○福祉の原理をめぐる哲学と倫  

理  

・福祉政策の構成要素（福祉政策にお                        ③福祉制度の発達過程   ○ 前近代社会と福祉  ・救貧法、慈善事業、博愛事業、相   

ける政府、市場、家族、個人の役割を含  互扶助   

む。）について理解する。  ・その他  

○ 近代社会と福祉  ■第二次世界大戦後の窮乏社会と福  
・福祉政策と関係政策（教育政策、住  祉、経済成長と福祉  
宅政策、労働政策を含む。）の関係につ  
いて理解する。  

・その他  

○ 現代社会と福祉  ・新自由主義、ポスト産業社会、グ  

・相談援助活動と福祉政策との関係に  ローバル化、リスク社会、福祉多元主  

ついて理解する。  義  

・その他  

④福祉政策におけるニーズと資源  ○ 需要とニーズの概念  ・需要の定義、ニーズの定義  

・その他  

○ 資源の概念   ・資源の定義  

・その他  
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シラバスの内容  想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項  

⑤ 福祉政策の課題   ○福祉政策と社会問題  ・貧困、孤独、失業、要援護（児童、  

老齢、障害、寡婦）、偏見と差別、社会  

的排除、ヴァルネラビリティ、リスク  

・その他  

○福祉政策の現代的課題  ・社会的包摂、社会連帯、セーフティ  
ネット  

・その他  

○福祉政策の課題と国際比較  
（国際動向を含む。）  

○ 福祉政策の論点   ・効率性と公平性、必要と資源、普遍  
主義と選別主義、自立と依存、自己選  
択とパターナリズム、参加とエンパ  

ワーメント、ジェンダー、福祉政策の視  

座  

・その他  

○ 福祉政策における政府の役割  

○ 福祉政策における市場の役割   

○福祉政策における国民の役割  

○福祉政策の手法と政策決定過  
程と政策評価  

○ 福祉供給部門   ・政府部門、民間（営利・非営利）部  

門、ボランタリー部門、インフォーマル  

部門  

・その他  
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シラバスの内容  想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項  

○ 福祉供給過程   ・公私（民）関係、再分配、割当、行  

財政、計画  

・その他  

○福祉利用過程  ・ステイグマ、情報の非対称性、受給  
資格とシティズンシップ  

・その他  

⑦福祉政策と関連政策  ○福祉政策と教育政策  

○福祉政策と住宅政策  

○ 福祉政策と労働政策  

○福祉供給の政策過程と実施過  
程   

7
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福祉行財政と福祉計画（30時間）  

シラバスの内容  想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項   

・福祉の行財政の実施体制（国・都道  ①福祉行政の実施体制   ○ 国の役割   ・法定受託事務と自治事務   

府県・市町村の役割、国と地方の関係、  ・その他   
ノ      財源、組織及び団体、専門職の役割を  

含む。）について理解する。  ○ 都道府県の役割   ・福祉行政の広域的調整、事業者の  
指導監督   

・福祉行財政の実際について理解する。  
・その他  

○市町村の役割  ・サービスの実施主体、介護保険制  

・福祉計画の意義や目的、主体、方法、  度における保険者  

留意点について理解する。  ・その他  

○国と地方の関係  ・地方分権の推進  

・その他  

○福祉の財源  ・国の財源  

・地方の財源  

・保険料財源  

・民間の財源  

・その他  

○福祉行政の組織及び団体の役  

割   ・児童相談所  

・身体障害者更生相談所  

・知的障害者更生相談所  

・婦人相談所  

・地域包括支援センター  

・その他   
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シラバスの内容  想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項  

○福祉行政における専門職の役  
割   ・児童福祉司  

・身体障害者福祉司  

・知的障害者福祉司  

・その他  

② 福祉行財政の動向  

③ 福祉計画の意義と目的   ○福祉計画の意義と目的  

○福祉計画における住民参加の  

意義  

○福祉行財政と福祉計画の関係  

○福祉計画の主体  

○福祉計画の種類  ・地域福祉計画、老人保健福祉計画、  
介護保険事業計画、障害福祉計画  

－その他  

○福祉計画の策定過程  ・問題分析と合意形成過程  

・その他   

○福祉計画の策定方法と留意点  

○福祉計画の評価方法  

⑤福祉計画の実際  

10   



社会保障（60時間）  

シラバスの内容  想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項   

・現代社会における社会保障制度の課  ①現代社会における社会保障制  ○ 人口動態の変化、少子高齢化   

題（少子高齢化と社会保障制度の関係  度の課題（少子高齢化と社会保障  

を含む。）について理解する。  制度の関係を含む。）  ○ 労働環境の変化  ・男女共同参画  

・ワークライフバランス  

・社会保障の概念や対象及びその埋  ・その他   

念等について、その発達過程も含めて  ②社会保障の概念や対象及びそ  
理解する。  の理念   

○ 社会保障の役割と意義  

・公的保険制度と民間保険制度の関係  ○ 社会保障の理念  
について理解する。  

○ 社会保障の対象  

・社会保障制度の体系と概要について  ○ 社会保障制度の発達  

理解する。  
③社会保障の財源と費用   ○社会保障の財源  

・年金保険制度及び医療保険制度の  ○社会保障給付費 

具体的内容について理解する。  
○国民負担率  

・諸外国における社会保障制度の概要  ④社会保険と社会扶助の関係   ○ 社会保険の概念と範囲  

について理解する。  ○ 社会扶助の概念と範囲  

⑤公的保険制度と民間保険制度  ・民間年金保険、民間医療保険、民  
の関係   間介護保険  

－その他  

○ 年金保険制度の概要   ・制度の目的、対象、給付内容、財  

源構成  

・その他  

・制度の目的、対象、給付内容、財  

源構成  

・その他   
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シラバスの内容  想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項  

○介護保険制度の概要  ・制度の目的、対象、給付内容、財  

源構成  

・その他  

○労災保険制度の概要  事制度の目的、対象、給付内容、財  

源構成  

・その他  

○ 雇用保険制度の概要  ・制度の目的、対象、給付内容、財  

ノ源構成  

・その他  

○社会福祉制度の概要  ・制度の目的、対象、給付内容、財  

源構成  

・その他  

○生活保護制度の概要  ・制度の目的、対象、給付内容、財  

源構成  

・その他  

○ 家庭手当制度の概要  ・制度の目的、対象、給付内容、財  

源構成  

・その他  

⑦ 年金保険制度の具体的内容   ○ 国民年金  

○ 厚生年金  

○ 各種共済組合の年金  

⑧ 医療保険制度の具体的内容   ○ 国民健康保険  

○ 健康保険  

○ 各種共済組合の医療保険  

○先進諸国における社会保障制  

度の概要  
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低所得者に対する支援と生活保護制度（30時間）  

シラバスの内容  想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項   

・低所得階層の生活実態とこれを取り  ①低所得階層の生活実態とこれを  ○ 低所得者層の生活実態とこれ  t 低所得者層の生活実態とこれを取   

巻く社会情勢、福祉需要とその実際につ  取り巻く社会情勢、福祉需要と実際  を取り巻く社会情勢、福祉需要   り巻く社会情勢、福祉需要の実態   

いて理解する。  ・その他  

・相談援助活動において必要となる生  
○ 生活保護費と保護率の動向   ・生活扶助、医療扶助、その他の扶  

活保護制度や生活保護制度に係る他の  助等の動向   

法制度について理解する。  ②生活保護制度   ○ 生活保護法の概要   ・生活保護法の目的、基本原理、保  
護の原則、保護の種類と内容、保護の  

・自立支援プログラムの意義とその実  実施機関と実施体制、保護の財源、保  

際について理解する。  護施設の種類、被保護者の権利及び  
義務、生活保護の最近の動向  

・その他  

③生活保護制度における組織及  
び団体の役割と実際   

○ 都道府県の役割  

○ 市町村の役割  

○ ハローワークの役割  

④生活保護制度における専門職  
の役割と実際   

○ 査察指導員の役割  

⑤生活保護制度における多職種  ・連携の方法  

連携、ネットワーキングと実際   
○ 労働施策との連携  

・連携の実際  

・その他  

○その他の施策との連携   
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シラバスの内容  想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項  

⑥福祉事務所の役割と実際  ○福祉事務所の組織体系  

○福祉事務所の活動の実際  

⑦自立支援プログラムの意義と実  

際  

○自立支援プログラムの作戒過  

程と方法  

○自立支援プログラムの実際  

⑧低所得者対策  ○生活福祉資金の概要  

○低所得者に対する自立支援の  
実際  

○無料低額診療制度  

○公営住宅  

○ ホームレス自立支援法の概要   
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地域福祉の理論と方法（60時間）  

シラバスの内容  想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項   

・地域福祉の基本的考え方（人権尊重、  ① 地域福祉の基本的考え方   ○概念と範囲  ・定義   
権利擁護、自立支援、地域生活支援、  ・その他  
地域移行、社会的包摂等を含む。）につ  
いて理解する。  ○地域福祉の理念  ・人権尊重、権利擁護、自立支援、  

地域生活支援、地域移行、’社会的包   

・地域福祉の主体と対象について理解  
摂  

する。  
・その他  

○ 地域福祉の発達過程  

・地域福祉に係る組織、団体及び専門  

職の役割と実際について理解する。  ○地域福祉における住民参加の  
意義  

・地域福祉におけるネットワーキング  ○ 地域福祉におけるアウトリーチ  

（多職種・多機関との連携を含む。）の意  の意琴  

義と方法及びその実際について理解す  

る。  
○ 地域福祉の主体  

○ 地域福祉の対象  
・地域福祉の推進方法（ネットワーキン  

グ、社会資源の活用・調整・開発、福祉  ○ 社会福祉法   ・地域福祉の推進   

ニーズの把握方法、地域トータルケアシ  ・その他  

ステムの構築方法、サービスの評価方  
法を含む。）について理解する。  

専門職や地域住民   実際   非営利活動法人、社会福祉協言義会、  

民生委員・児童委員、共同募金、自治  
会、ボランティア組織、企業、生活協同  
組合、農業協同組合  

・その他  

○専門職や地域住民の役割と実  
際   域福祉活動専門員、介護相談員、認  

知症サポーター、その他の者の役割   
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シラバスの内容  想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項  

④ 地域福祉の推進方法   ○ネットワーキング（多職種・多機  

関との連携を含む。）  の連携を含む。）の意義と方法及び実  

際  

・その他  

○地域における社会資源の活用・  

調整・開発   整・開発の意義や目的と留意点及び  

その方法と実際  

・その他  

○地域における福祉ニーズの把  
握方法と実際  際  

・その他  

・量的な福祉ニーズの把握方法と実  

際  

・その他  

○地域トータルケアシステムの構  

築方法と実際   要素  

・地域トータルケアシステムの構築方  

法と実際  

・その他  

○地域における福祉サービスの  ・ストラクチャー評価、プロセス評価、  
評価方法と実際  アウトカム評価  

・その他  

・福祉サービスの第三者評価事業、Ⅰ  

SO、QC活動、運営適正化委員会  

・その他   
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心理学理論と心理的支援（30時間）  

シラバスの内容  想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項   

・心理学理論による人の理解とその技  ○ 心と脳  

法の基礎について理解する。  
○ 情動・情緒  

・人と成長・発達と心理との関係につい   ○ 欲求・動機づけと行動  

て理解する。  ○ 感覚・知覚・認知  

・日常生活と心の健康とめ関係につい  
○ 学習・記憶・思考  

て理解する。  ○ 知能・創造性   

・心理的支援の方法と実際について理  
○ 人格・性格   

解する。  ○集団  

○適応  

○ 人と環境  

②人の成長・発達と心理  ○ 発達の概念   ・発達の定義、発達段階、発達課題、  

生涯発達心理、アタッチメント、アイデ  

ンティテイ  

・喪失体験  

・その他  

○ ストレスとストレツサー   ・ストレツサー  
・コービング  

・ストレス症状（うつ症状、アルコール  

依存、燃え尽き症候群（バーンアウト）  

を含む。）  

・ストレスマネジメント  

・その他   
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シラバスの内容  想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項  

④心理的支援の方法と実際   ○心理検査の概要  ・人格検査、発達検査、知能検査、  

適性検査  

・その他  

○カウンセリングの概念と範囲  iカウンセリングの呂的、対象、方法  

・ピアカウンセリングの目的、方法  

・その他  

○カウンセリングとソーシャルワー  

クとの関係  

○心理療法の概要と実際（心理  ・精神分析、遊戯療法、行動療法、  

専門職を含む）  家族療法、ブリーフ・サイコセラピー、  

心理劇、動作療法、SST（生活技能訓  

績）  

・臨床心理士  

・その他   
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社会理論と社会システム（30時間）  

シラバスの内容  想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項   

・社会理論による現代社会の捉え方を  ○社会システム  ・社会システムの概念、文化・規範、  

理解する。  社会意識、産業と職業、社会指標  

・その他  

・生活について理解する。  ○法と社会システム  ・法と社会規範  

・法と社会秩序  
・人と社会の関係について理解する。  ・その他  

・社会問題について理解する。   
○経済と社会システム  ・市場の概念  

■交換の概念  

・労働の概念  

・就業形態  

・その他  

○社会変動  ・社会変動の概念、近代化、産業化、  

情報化  

・その他  

○ 人口   ・人口の概念、人口構造、人口問題、  

少子高齢化  

・その他  

○ 地域   ・地域の概念、コミュニティの概念、  

都市化と地域社会、過疎化と地域社  

会、地域社会の集団・組織  

・その他  
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シラバスの内容  想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項  

○ 社会集団及び組織   ・社会集団の概念、第一次集団、第  
二次集団、ゲゼルシャフト、ゲマイン  

シャフト、アソシエーション、組織の概  

念、官僚制  

・その他  

②生活の理解  ○家族  ・家族の概念、家族の変容、家族の  
構造や形態、家族の機能  

・世帯の概念  

・その他  

○生活の捉え方  ・ライフステージ  

・生活時間  

・消費  

・生活様式、ライフスタイル  

・生活の質  

・その他  

③人と社会の関係  ○社会関係と社会的孤立  

○社会的行為  

○社会的役割  

○ 社会的ジレンマ  
t■■■■■－一■■－■－－－－－t－－一t■■■■－－－－－－－－－－－－－－●■－－－－●■  

④社会問題の理解   ○ 社会問題の捉え方   ・社会病理、逸脱  

・その他  

d具体的な社会問題   ・差別、貧困、失業、自殺、犯罪、非  
行、公害、社会的排除、ハラスメント、  
DV、児童虐待、いじめ、環境破壊  

・その他  
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権利擁護と成年後見制度（30時間）  

シラバスの内容  想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項   

・相談援助活動と法（日本国憲法の基  ①相談援助活動と法（日本国憲法  ○ 相談援助活動において想定さ  ・福祉サービスの利用と契約   
本原理、民法・行政法の理解を含む。）と  の基本原理、民法・行政法の理解を  れる法律問題  ・消費者被害と消費者保護   
の関わりについて理解する。  含む。）との関わり  ・自己破産  

・借家保証  
・相談援助活動における必要となる成  ・行政処分と不服申立  
年後見制度（後見人等の役割を含む。）  

について理解する。  
・その他  

○日本国憲法の基本原理の理解  

・成年後見制度の実際について理解す  ・その他   

る。  
○ 民法の理解   ・契約   

・不法行為  
・社会的排除や虐待などの権利侵害や  

認知症などの日常生活上の支援が必要  
・親族  

な者に対する権利擁護活動の実際につ  ・相続   

いて理解する。  ・その他  

○ 行政法の理解   ・行政行為  

・行政事件手続  

・情報公開  

・その他  

②成年後見制度  ○ 成年後見の概要   ・成年被後見人の行為能力  

・成年後見人の役割  

・その他  

○ 保佐の概要  ・被保佐人の行為能力  

・保佐人の役割  

・その他  

○ 補助の概要  ・補助人の役割  

・その他  

○ 任意後見   

○民法における親権や扶養の概  
要  2  



シラバスの内容  想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項  

○成年後見制度の最近の動向  

③ 日常生活自立支援事業  ○日常生活自立支援事業の概要  

・生活支援員の役割  

・日常生活自立支援事業の最近の  
動向  

・その他  
t■h■■■■t■1■1■【一■・■t■1■■一■r■■1■■－■－－－－－－●－－－t－－■－－■－－－■－■■1■■1■【■■t■ヽ－「■  

④成年後見制度利用支援事業  ○成年後見制度利用支援事業の  
概要  

■t■＿  【  ＿t■－t■■■M■     ”     －－■■・一1■■■▼■▼■■■■1■1■■1■■■■■1■1■1■H■■■■1■1■■－  

○家庭裁判所の役割  
■■1■■■■■－■－，一－，■－→■－■－－■－1－・－●－→－・－－－－■■－■－－－－■一一－t■【■■▼■■」■  

役割と実際  
○法務局の役割  1■■1■Ml■－－■－t′－－●－・■－一－－－－■■一■－■■ト■■h－一－－■－一－■t■1M■■J■■－■  

○市町村の役割（市町村申立）  

○弁護士の役割  

○司法書士の役割  

●■■－■－－－－■－－－－－－－－－－－t■－－－－－■■■■■■■●■－■■■■■■  

○社会福祉士の活動の実際  
ーー■■■－－ヽ■■■←一－▼■一一■－－■■－－…－－■■一－－－－■■－－t－・■■●－・－－■■■－■－■■■－  

⑥権利擁護活動の実際  ○認知症を有する者への支援の  
実際  

○消費者被害を受けた者への対  
応の実際  

■■■■「■【▼■■【－－－－－・－－－】一■■1●・一－－1■■・一一■－t－－－－1■仰■－  

○被虐退児・者（高齢者を含む。）  

への対応の実際  

○アルコール等依存者への対応  
の実際  

－■－■■■■く■■1■■－Wt■t■一－－－■－－－－■－－■－■■・－●－一■一一一●■－■■■■■－■■1■■  

○非行少年への対応の実際  

○ホームレスへの対応の実際  
一●一－■■■－■■■■■一－■－－－，－－▼■■t■－一一－－－－1－1－1M－1■■・・t－・・－・■■■－■一一－●   

○多問題重複ケースへの対応の  

実際  

○障害児・者への支援の実際   

22  



人体の構造と機能及び疾病（30時間）  

シラバスの内容  想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項   

・心身機能と身体構造及び様々な疾病  ○ 身体の成長・発達  

や障害の概要について、人の成長■発達  

や日常生活との関係を踏まえて理解す  ○ 精神の成長・発達   

る。  
○ 老化  

・国際生活機能分類（ICF）の基本的考   ○ 人体部位の名称   ・頭部、頸部、胸部、背部、腹部、四  
え方と概要について理解する。  肢、体幹、脊柱、血管  

・その他  

・リハビリテーションの概要について埋  

解する。  
○ 各器官等の構造と機能   ・血液、呼吸器、消化器、泌尿器、循  

環器、支持運動器官、内分泌器官、神  

経系、感覚器、皮膚、生殖器  

・その他  

③国際生活機能分類（ICF）の基  

本的考え方と概要  際生活機能分類（ICF）への変遷  

○心身機能と身体構造、活動、参  
加の概念  

○環境因子と個人因子の概念  

○健康状態と生活機能低下の概  
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シラバスの内容  想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項  

④健康の捉え方   ○ 健康の概念   ・WHO憲章による健康の定義  

・その他の定義  

⑤ 疾病と障害の概要   ○ 疾病の概要   ・悪性腫瘍、生活習慣病、感染症、  

神経・精神疾患、先天性・精神疾患、  

難病  

・その他  

○ 障害の概要  ・視覚障害、聴覚障害、平衡機能陣  
害、肢体不自由、内部障害、発達障害、  

認知症、高次脳機能障害、精神障害  

・その他  

○精神疾患の診断・統計マニュア  

ル（DSM－Ⅳ）の概要   （DSM－Ⅳ）  

・その他  

○リハビリテーションの概念と範  ノハビリテーションの定義、目的、対  

囲   象、方法  

・その他   
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保健医療サービス（30時間）  

シラバスの内容  想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項   

・相談援助活動において必要となる医  ① 医療保険制度   ○ 医療保険制度の概要   ・高額療養費制度の概要   

療保険制度（診療報酬に関する内容を  
含む。）や保健医療サービスについて理  

○ 医療費に関する政策動向   ・その他  

解する。   ② 診療報酬   ○ 診療報酬制度の概要   ・多様な居住の場における在宅嘩養  

・ターミナルケアを支援する診療報酬  

・保健医療サービスにおける専門織の  
制度  

役割と実際、多職種協働について理解  ・その他   

する。   ③保健医療サービスの概要  ○医療施設の概要  ・病院、特定機能病院、回復期リハビ  

○保健医療対策の概要  リテーション病棟、地域医療支援病院、  
診療所  

・その他  

④保健医療サービスにおける専門  

職の役割と実際  
○インフォームドコンセントの意義  

と実際  

○保健師、看護師等の役割  

○作業療法士、理学療法士、言  
語聴覚士等の役割  

・医療ソーシャルワーカーの業務指  

針  

－その他  

⑤保健医療サービス関係者との  ・連携の方法  

連携と実際   携   ・連携の実際  

・医療チームアプローチの実際  

・その他  

○ 地域の社会資源との連携   ・連携の方法  

・連携の実際  

・その他   
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3 非共通科目  
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精神医学（60時間）  

目標   内容  

1精神医学、精神医療の歴史を理解させる。   1精神医学、精神医療の歴史   

2 脳および神経の生理・解剖の基礎を理解させる。   2 脳および神経の生理・解剖   

3 精神医学の概念について理解させる。   3精神医学の概念  

1）精神医学の概念  

4 精神医学診断の基本的な方法について理解させる。   2）精神障害の成因と分類  

5 代表的な精神障害について理解させる。   4診断法  

1）診断の手順と方法  

6 治療の概要について理解させる。   2）精神症状と状態像  

3）心理検査と身体的検査  

7 病院精神医学および地域精神医学について理解させる。   

5代表的な精神障害  

1）症状性を含む器質性精神障害（老人性認知症を含む）  

2）精神作用物質使用による精神および行動の障害  

3）統合失調症、統合失調症型障害および妄想性障害  

4）気分（感情）障害  

5）神経症性障害、ストレス関連障害および身体表現性障害  

6）生理的障害および身体的要因に関連した行動症候群  

7）成人の人格および行動の障害  

8）知的障害  

9）心理的発達の障害  

10）小児期および青年期に通常発症する行動および情緒の障害および特  

定不能の精神障害  

11）神経系の疾患（てんかんを含む）  
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目標   内容  

6治療法  

1）身体的療法  

①薬物療法とその副作用  
②電気ショック療法  

2）精神療法  

3）環境・社会療法  

4）精神科リハビリテ疇ション  

7病院精神医療および地域精神医療  

1）病院精神医療（身体合併症医療、インフォームドコンセントを含む）  

2）精神科救急医療（インフォームドコンセントを含む）  

3）地域精神医療   
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精神保健学（60時間）  

1精神保健についての基本知識  

1）精神保健の概要  

2）精神保健の意義と課題  

2 ライフサイクルにおける精神保健  

1）胎児期および乳幼児期における精神保健  

2）学童期における精神保健  

3）思春期における精神保健  

4）青年期における精神保健  

5）成人期における精神保健  

6）老年期における精神保健   

3 精神保健における個別課題への取り組み  

1）精神障害者対策   

2）老人性認知症疾患対策  

3）アルコール関連問題対策  

4）薬物乱用防止対策  

5）思春期精神保健対策  

6）地域精神保健対策  

7）ターミナルケアと精神保健  

4 精神保健活動の実際  

1）家庭における精神保健  

2）学校における精神保健  

3）職場における精神保健  

4）地域における精神保健  

1精神保健についての基本知識について理解させる。   

2 ライフサイクルにおける精神保健について理解させる。   

3 精神保健における個別課題への取り組みと実際について埋解させる。   

4 地域精神保健と地域保健について理解させる。   

5 諸外国における精神保健の概要について理解させる。   

6 関連法規および施設について理解させる。  
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目標   内容  

5地域精神保健と地域保健  

1）地域精神保健施策の概要  

2）地域保健施策の概要  

3）関係法規  

4）関連施策  

6諸外国における精神保健   
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精神科リハビリテーション学（60時間）  

目標   内容  

1精神科リハビリテーションの概念について理解させる。   1精神科リハビリテーションの概念  

1）リハビリテーションの概念と歴史  

2 精神科リハビリテーションの構成について理解させる。   2）リハビリテーションの理念、意義と基本原則  

3）精神科リハビリテーションの概念  

3 精神科リハビリテーションのプロセスと技術について理解させる。   4）精神科リハビリテーションの理念と意義  

5）精神科リハビリテーションの基本原則と技法  

4 精神保健福祉士が行うリハビリテーションについて理解させる。   6）わが国及び諸外国の精神科リハビリテーションの現状  

5 精神科リハビリテーションにおける連携について理解させる。   2精神科リハビリテーションの構成  

り精神科リハビリテーションの対象  

2）精神科リハビリテーションにおける精神保健福祉士の役割  

3）精神科りハビリテーションに関わる専門職等との連携  

4）精神科リハビリテーションの施設  

①病院リハビリテーション施設等  

②障害者自立支援法に規定する障害者福祉サービスを行う事業所等及  

ぴその他の社会資源  

③精神保健福祉センター及び保健所  

④その他の協力嘩関、支援団体  

5）精神科リハビリテーションの関連領域  

3精神科リハビリテーションのプロセス  

1）リハビリテーション計画  

2）アプローチの方法  

①病院におけるリハビリテーション  

②障害者自立支援法に規定する障害福祉サービスを行う事業所等及び  

その他の社会資源におけるリハビリテーション  

③地域におけるリハビリテーション  

3）疾病の経過、ライフサイクルと精神科リハビリテーション   
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目標   内容  

4医療機関におけるリハビリテーション  

1）作業療法およびレクレーション療法  

2）集団精神療法  

3）行動療法  

4）認知行動療法（生活技能訓練を含む）  

5）家族教育プログラム  

6）デイケアおよびナイトケア  

7）精神科退院時指導、退院前訪問、訪問看護・指導  

5精神保健福祉士が行うリハビリテーション  

1）精神保健福祉士が関わる医学的リハビリテーション  

①集団精神療法における精神保健福祉士  

②生活技能訓練における精神保健福祉士  

③デイケアおよびナイトケアにおける精神保健福祉士  

④訪問看護・指導における精神保健福祉士  

2）社会的リハビリテーション  

①日常生活への適応のための訓練  

②社会復帰のための相談・助言▼指導  

6精神科リハビリテーションの総合化  

1）地域リハビリテーション  

①地域ネットワーク  

②ケアマネジメント  

③地域生活支援事業と訪問援助  

④家族会および自助グループ  

⑤ボランティアの育成と活用  

2）職業リハビリテーション  

3）精神保健福祉施策と精神科リハビリテーション   
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精神保健福祉論（90時間）  

目標   内容  

1障害者福祉の理念と意義及び障害者基本法等全ての障害者に共通の福祉  1障害者福祉の理念と意義  
施策の概要について理解させる。   1）障害者福祉の理念  

（D障害者福祉の発達  

2 精神障害者の人権について理解させる。   ②ノーマライゼーション  

③リハビリテーション  

3 精神保健福祉士の理念、意義、対象について理解させる。   ④生活の質（QO」）  

⑤生活支援  
4 精神障害者に対する相談援助活動等を理解させる。   2）障害及び障害者  

（》障害の概念  

5 精神保健福祉法、障害者自立支援法、精神保健福祉士法等精神障害者に   ②障害分類（国際障害分類を含む）  

関する法律の意義と内容を理解させる。   ③精神障害の特性  

3）障害者福祉の基本施策  

6 精神保健福祉施策の概要について理解させる。  ①障害者基本法  

②障害者プラン  

7 精神保健福祉の関連施策について理解させる。  
4）現代社会と精神障害者  

①精神障害者の概念  

②碍神障害者と家族  

③精神障害者と地域社会  

④精神障害者のノーマライゼーション  

2精神障害者の人権  

1）精神障害者の権利擁護  

2）精神医療における権利擁護  

3）インフォームドコンセント  

4）地域社会における精神障害者の人権  

3精神保健福祉士の理念と意義  

1）精神保健福祉の歴史と理念  

2）精神保健福祉士の意義  

3）精神保健福祉士の対象  R  



目標   内容  

4）精神保健福祉士の専門性と倫理  

4精神障害者に対する相談援助暴動  

1）精神障害者を取りまく社会的障壁（バリアー）  

2）精神障害者の主体性の尊重  

3）相談援助活動の方法  

①医療施設における相談援助活動  

②障害自立支援法に規定する障害福祉サービスを行う施設等における  

相談援助活動  

③地域社会における相談援助活動  

4）相談援助活動の事例  

5精神保健福祉法、障害者自立支援法、精神保健福祉士法等精神障害者  
に関する法律  

1）精神保健福祉法の意義と内容  

2）障害者自立支援法の意義と内容  

3）精神仮健福祉士法の意義と内容  

4）関連法について  

6精神保健福祉施策の概要  

1）精神保健福祉に関する行政組織  

2）精神保健福祉に係る公的負担制度（公費負担医療等）  

3）精神保健福祉施策の課題  

①精神障害者福祉対策  

②社会復帰対策  

4）精神保健福祉における社会資源  

①精神障害者保健福祉に関わる専門職との連携  

②社会資源  

7精神保健福祉の関連施策  

1）雇用・就業（障害者雇用促進法等の概要を含む）  

2）所得保障  

3）経済負担の軽減  



精神保健福祉援助技術総論（60時間）  

目標   内容  

1精神障害者を中心とした社会福祉サービスと援助活動について理解させる。  1精神障害者を中心とした社会福祉サービスと援助活動  

1）援助の適用と対象  

2 精神障害者を中心とした社会福祉援助活動の目的・価値等を具体的事例に   2）社会福祉サービスと援助活動  

基づいて理解させる。   

2精神障害者を中心とした社会福祉援助活動の目的・価値・原則及び諸過  

3 社会福祉援助活動における専門的援助技術の体系について理解させる。   程と共通課題  

1）社会福祉援助活動の目的と価値  

4 精神保健福祉士と専門的援助技術について理解させる。   2）社会福祉援助活動の原則  

3）社会福祉援助活動の方法と過程  

①医学モデル  

②生活モデル  

4）社会福祉援助活動の共通課題  

①契約・介入・課題の意義と方法  

②面接の意義と方法  

③記録の意義と方法  

④評価の意義と方法  

⑤スーパービジョンの意義と方法  

⑥自助グループ及びボランティアとの協力  

⑦ケアマネジメントの意義と方法  
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3 専門的援助技術の体系  

1）直接援助技術の内容と機能   

①個別援助技術（ケースワーク）   

②集団援助技術（グループワーク）  

2）間接援助技術の内容と機能   

①地域援助技術（コミュニティーワーク）   

②社会福祉調査法（ソーシャルワーク・リサーチ）   

③社会福祉運営管理（ソーシャル・アドミニストレーション）   

④社会計画（ソーシャル・プランニング）   

⑤その他（ソーシャルヤクション、患者権利擁護、エンパワーメント）  

4精神保健福祉士と専門的援助技術  

1）チームアプローチと専門的援助技術  

2）生活支援と専門的援助技術  
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精神保健福祉援助技術各論（60時間）  

目標   内容  

1精神障害者の疾病及び障害に配慮した個別援助技術（ケースワーク）につい  1精神障害者を対象とした個別援助技術（ケースワーク）   

て具体的事例に基づき理解させる。   1）疾病及び障害に配慮した個別援助技術  

2）個別援助技術の実際と適用分野  

2 精神障害者の疾病及び障害に配慮した集団援助技術（グループワーク）につ   3）個別援助技術におけるスーパービジョン  
いて具体的事例に基づき理解させる。   4）具体的事例検討   

3 精神障害者ケアマネジメントについて具体的事例に基づき埋解させる。   
2 精神障害者を対象とした集団援助技術（グループワーク）   

1）疾病及び障害に配慮した集団援助埠術  

4 精神障害者を対象とした地域援助技術（コミュニティワーク）について具体的  2）集団援助技術の実際と適用分野（生活技能訓練を含む）  
事例に基づき理解させる。   

3）集団援助技術におけるスーパービジョン  

5精神障害者を対象とした援助技術について具紘的事例に基づき理解させる。   
4）具体的事例検討  

3精神障害者を対象とした地域援助技術（コミュニティーワーク）  

1）地域援助技術の概念と基本的性格  

2）地域援助技術の具体的展開  

①ノーマライゼーションの推進と住民参加  

②社会資源の活用と開発  

③地域社会における連携と調整機能  

④家族会、自助グループの支援  

⑤ボランティア等地域マンパワーの育成と活用  

⑥地域援助  

3）具体的事例検討   

39   



目標   内容  

4精神障害者のケアマネジメント  

1）ケアマネジメントの原則  

①ケアマネジメント  

②適用と対象  

③人権への配慮  

2）ケアマネジメントの意義と留意点  

①ケアマネジメントの意義と留意点  

②関係機関との連携  

3）ケアマネジメントのプロセス  

①受理面接（インテーク）  

②ニーズの把握とその評価  

③ 

④包括的サービスの実現  

4）チームケアとチームワーク  

5）具体的事例検討  

5精神障害者援助と関連専門職種との連携  

1）チーム医療における精神保健福祉士の役割  

2）専門職等の役割と機能  

3）チームアプローチ及び生活支援の理念と精神保健福祉士の役割  

4）協力・連携による包括的保健・医療・福祉サービス   
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精神保健福祉援助演習（60時間）  

目標   内容  

1精神保健福祉士の専門的援助技術及びリハビリテーション技法について、実   精神障害者に対する援助技術及びリハビリテーション技法が学生個々人に   

技指導を中心とする演習形態により具体的事例を取り上げ、個別指導及び集団  身につくよう、精神障害者の社会復帰に対する援助事例を取り上げるなどして、   

指導を通してその精度を高めつつ習得させる。   担当教員による個別指導並びに集団指導の下で、学生自身が積極的に報告  
し議論しあう形で事例研究およびロールプレイ等を行う。その際、次の点に留   

2 学生自身が自分自身で学習し、考え、主体的に行動する態度を養成する。   意すること。  

1実習前においては、少なくとも精神科病院等保健・医療施設及び障害者自  

立支援法に規定する障害福祉サービスを行う施設等福祉施設における精神  

障害者援助技術のモデル的な事例を取り上げ、講義の内容を深め、実習の  
教育効果が上がるようにする。  

2演習を通して援助関係の実際及びチーム医療の実践を身につけるように  

する。  

3実技指導等  

1）面接実技指導  

2）記録実技指導  

3）集団実技指導  

4）評価・効果測定実技指導  

4精神保健福祉士としての、織業倫理についての理解を身につけさせるよう  

にする。  

5実習後においては、実習総括をふまえて、精神障害者に対する援助技術  
及びリハビリテーション技法をより深めて身につけさせるようにする。   
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精神保健福祉援助実習（270時間）  

目標   内容  

1現場休篤実を通して精神保健福祉士として必要な知識及び技術並びに関連知   精神科病院等保健；医療施設及び障害者自立支援法に規定する障害福祉   

識の理解を深める。   サービスを行う施設等福祉施設における精神障害者援助実習には、精神障  

害者のプライバシーに十分配慮しつつ、下記の内容を必ず含めることとする。   

2 精神保健福祉士として必要な知識及び技術並びに関連知識を実際に活用し、   
但し、4は必要に応じ行うこととする。   

精神障害者に対する相談援助及びリハビリテーションについて必要な資質・能   

力・技術を修得する。   1実習オリエンテーション  

3 職業倫理を身につけ、専門職としての自覚に基づいた行動ができるようにす  2視聴覚学習  

る。   

3現場体験学習  
4 具体的な体験や援助活動を、専門的援助技術として概念化し理論化し体系   

だてていくことができる能力を洒養する。   4見学実習（急性期病棟など）  

5 関連分野の専門職種との連携のあり方を理解する。   5専門援助技術実習指導  

6リハビリテーション実習指導  

7配属実習  

8全体総括   
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Ⅰ新たな教育力リキュラム等の内容   

（実習・演習を除く。）  

1．社会福祉士制度の施行から現在に至るまでの間に、介護保険制度の施行等によ   
る措置制度から契約制度への転換など、社会福祉士を取り巻く状況は大きく変化   
しており、今後の社会福祉士に求められる役割としては、  
① 福祉課題を抱えた者からの相談に応じ、必要に応じてサービス利用を支援す  

るなど、その解決を自ら支援する役割  

② 利用者がその有する能力に応じて、尊厳を持った自立生活を営むことができ   
るよう、関係する様々な専門職や事業者、ボランティア等との連携を図り、自   
ら解決することのできない課題については当該担当者への橋渡しを行い、総合   
的かつ包括的に援助していく役割  

③ 地域の福祉課題の把握や社会資源の調整・開発、ネットワークの形成を図る   
など、地域福祉の増進に働きかける役割   

等を適切に果たしていくことが求められている。   

2．今後の社会福祉士の養成課程においては、これらの役割を国民の福祉ニーズに   
応じて適切に果たしていくことができるような知識及び技術が身に付けられるよ   

うにすることが求められており、具体的には、  
① 福祉課題を抱えた者からの相談への対応や、これを受けて総合的かつ包括的   

にサービスを提供することの必要性、その在り方等に係る専門的知識   
② 虐待防止、就労支援、権利擁護、孤立防止、生きがい創出、健康維持等に関  

わる関連サービスに関わる基礎的知識  
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③ 福祉課題を抱えた者からの相談に応じ、利用者の自立支援の観点から地域に   
おいて適切なサービスの選択を支援する技術   

④ サービス提供者間のネットワークの形成を図る技術   

⑤ 地域の福祉ニーズを把握し、不足するサービスの創出を働きかける技術   
⑥ 専門職としての高い自覚と倫理の確立や利用者本位の立場に立った活動の実  

践   

等を実践的に教育していく必要がある。   

3．以上を踏まえ、実践力の高い社会福祉士を養成する観点から以下のような視点   
で、教育力リキュラムの見直しを行うこととする。   

【時間数】   

○ 一般養成施設については、現行の1年以上という修業年限を前提としつつ、  
新たな分野の追加等により、1，200時間まで充実を図る。   

○ 短期養成施設については、現行の6月以上という修業年限を前提としつつ、  
教育時間数は一般養成施設の教育力リキュラムの見直しを踏まえて、660時間  
まで充実を図る。  

【教育力リキュラムの構成】  

○ 教育力リキュラムの構成は、  
（D 「人・社会・生活と福祉の理解に関する知識と方法」   

② 「総合的かつ包括的な相談援助の理念と方法に関する知識と技術」   

③ 「地域福祉の基盤整備と開発に関する知識と技術」   

④ 「サービスに関する知識」   
⑤ 「実習・演習」   

の科目群からなるものとする。   

○ なお、  
「人・社会・生活と福祉の理解に関する知識と方法」及び「総合的かつ包  

括的な相談援助の理念と方法に関する知識と技術」については、社会福祉士  
に求められる知識及び技術のうち、主に2の①、③、④及び⑥に対応するも  
のとして、  

「地域福祉の基盤整備と開発に関する知識と技術」については、主に2の  
④及び⑤に対応するものとして、  

「サービスに関する知識」については、主に2の②に対応するものとし  
て、  

「実習一演習」については、他の講義系科目との連動性にも配慮しつつ、  
2の①から⑥までの知識及び技術を実践的に習得するものとして、   

位置付け、それぞれ具体的に科目を設定する。  
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【教育内容（シラバス）】  

○ 教育内容（シラバス）については、国家試験によって社会福祉士として必   
要な知識及び技能が評価されることを踏まえ、詳細な内容までは示さないこと   
とし、それらについては、出題基準の中で網羅的に反映させる。   

【大学等における指定科目・基礎科目】  

○ 大学等における指定科目・基礎科目については、科目名が一致していれば足   
りることとされている現行の仕組みを基本的には維持するが、特に実習・演習   
に関して教育内容や時間数にばらつきがあるとの指摘があることを踏まえ、実   
習・演習の教育内容や時間数、教員要件等について養成施設と同等の基準を満   
たさなければならないこととする。  

○ また、指定科目・基礎科目の科目名について、現行と同様、一定の読替の範   
囲を設定する。  

6  
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（参考）現行の教育力リキュラム  
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※ 時間数については、一般養成施設の場合  

シラバスの内容  
想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項   

・心身機能と身体構造及び様々な疾病  ○ 身休の成長・発達  

や障害の概要について、人の成長・発  ○ 精神の成長・発達  
連や日常生活との関係を踏まえて理  

解する。  
○ 老化  

（∋ ■b身機能と身体構造の概要  ○ 人体部位の名称   ・頭部、頸部、胸部、背部、腹  

・国際生活機能分類（ICF）の基本的考   部、四肢、体幹、脊柱、血管   

え方と概要について理解する。  ・その他  

○ 各器官等の構造と拙能   ・血液、呼吸器、消化器、泌尿  
・リハビリテーションの概要について理  器、循環器、支持運動器官、   
解する。  内分泌器官、神経系、感覚器、  

皮膚、生殖器  

・その他  ※社会福祉士に必要な内容となるよう  

○国際障害分類（ICIDH）から  
留意すること。  

国際生活機能分類（ICF）への  

変遷  

○心身機能と身休構造、活動、  

参加の概念  

○ 環境因子と個人因子の概念  

シラバスの内容  
想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項  

④健康の捉え方   0 健康の概念   ・WHO憲章による健康の定義  

・その他の定義  

⑤疾病と障害の概要   0 疾病の概要   ・悪性腫瘍、生活習慣病、感染  

症、神経・精神疾患、先天性・  

精神疾患、難病  

・その他  

○ 障害の概要   ・視覚障害、聴覚障害、平衡機  

能障害、肢体不自由、内部障  

害、発達障害、認知症、高次脳  

機能障害、精神障害  

・その他  

○精神疾患の診断・統計マ  ・精神疾患の診断・統計マニュ  

ニュアル（DSM－Ⅳ）の概要  アル（DSM－Ⅳ）  

・その他  
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シラバスの内容  
想定される教育内容の例   

含まれるべき事項   

の理解とその技  ○ 心と脳  

拝する。  ○ 情動・情緒  

望との関係につい   
○ 欲求・動機づけと行動  

○ 感覚・知覚・認知  

○ 学習・記憶・思考  

≡との関係につい  
○ 知能・創造†生  

○ 人格・性格  

：実際について理  ○ 集団  

○ 適応  

○ 人と環境  

な内容となるよう                                     （診 人の成長・発達と心理   ○ 発達の概念   ・発達の定義、発達段階、発達  

課題、生涯発達心理、アタッチ  

メント、アイデンティティ  

・喪失体験  

・その他  

・コヒノク  

・ストレス症状（うつ症状、アル  

コール依存、燃え尽き症候群  

（バーンアウト）を含む。）  

・ストレスマネジメント  

・その他   

心理学理論による人  

法の基礎について理解  

人の成長・発達と心理  

て理解する。  

・日常生活と心の健康  

て理解する。  

・心理的支援の方法と  

※ 社会福祉士に必要   

留意すること。   

シラバスの内容  
想定される教育内容の例  

含まれるべき事項  

④ 心理的支援の方法と実際  ○ 心理検査の概要   ・人格検査、発達検査、知能検  

査、適性検査  

・その他  

○ カウンセリングの概念と範囲  ・カウンセリングの目的、対象、  

方法  

tピアカウンセリングの目的、方  

法  

・その他  

○カウンセリングとソーシャル  

ワークとの関係  

○ 心理療法の概要と実際（心  ・精神分析、遊戯療法、行動療  

理専門職を含む）   法、家族療法、ブリーフ・サイコ  

セラピー、心理劇、動作療法、  

SST（生活技能訓練）  

・臨床心理士  

・その他   
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シラバスの内容  
想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項   

・社会理論lニよる現代社会の捉え方を  ①現代社会の理解   ○ 社会システム   ・社会システムの概念、文化・   

理解する。  規範、社会意識、産業と職業、  

社会階級と社会階層、社会指  

・生活について理解する。  標  

・その他  

・人と社会の関係について理解する。  ○ 法と社会システム   ・法と社会規範   

・法と社会秩序  
・社会問題について理解する。  

・その他  

○ 経済と社会システム   ・市場の概念  

※社会福祉士に必要な内容となるよう  ・交換の概念   

留意すること。  ・労働の概念  

1就業形態  

・その他  

○ 社会変動   ・社会変動の概念、近代化、産  

美化、情報化  

・その他  

○ 人口   ・人口の概念、人口構造、人口  

問題、少子高齢化  

・その他  

シラバスの内容  

ねらい   
想定される教育内容の例  

含まれるべき事項  

○ 社会集団及び組織   ・社会集団の概念、第一次集  

団、第二次集団、ゲゼルシヤフ  

ト、ゲマインシャフト、アソシ  

エーション、組織の概念、官僚  

制  

・その他  

（診 生活の理解   ○ 家族   ・家族の概念、家族の変容、家  

族の構造や形態、家族の機能  

・世帯の概念  

・その他  

○ 生活の捉え方   ・ライフステージ  

・生活時間  

・消費  
・生活様式、ライフスタイル  

・生活の質  

・その他  

③ 人と社会の関係   0 社会関係と社会的孤立  

○ 社会的行為  

○ 社会的役割  

○ 社会的ジレンマ  

○ 社会問題の捉え方   ・社会病理、逸脱  

・その他  



シラバスの内容  
想定される教育内容の例   

bらい   含まれるべき事項   

ナる福祉制度の意義や  

との関係について理解  
○ 福祉政策の概念と理念  

○ 福祉制度と福祉政策の関係  

わぐる理論と哲学につ  ○ 福祉政策と政治の関係  

○ 福祉政策の主体と対象  

ナるニーズと資源につ  

哲学   ○福祉の原理をめぐる哲学と  

倫理  題について理解する。  

③ 福祉制度の発達過程   ○ 前近代社会と福祉   ・救貧法、慈善事業、博愛事業、  

成要素（福祉政策にお  相互扶助  

、家族、個人の役割を  ・その他  

：理解する。  ○ 近代社会と福祉   ・第二次世界大戦後の窮乏社  

会と福祉、経済成長と福祉  
垂政策（教育政策、住宅  ■その他  
を含む。）の関係につい  

○ 現代社会と福祉   ・新自由主義、ポスト産業社  

会、グローバル化、リスク社会  

と福祉政策との関係に   、福祉多元主義  

る  ・その他  

④ 福祉政策におけるニーズと  ○ 需要とニーズの概念   ・需要の定義、ニーズの定義  

資源  ・その他  

現代社会におt  

理念、福祉政策  

する。  

・福祉の原理をめ  
いて理解する。   

・福祉政策におー  

いて理解する。  

・福祉政策の課題  

福祉政策の構  

ける政府、市場  

含む。）について  

福祉政策と関連  

政策、労働政策  

て理解する。   

・相談援助活動  

ついて理解す  
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シラバスの内容  
想定される教育内容の例  

含まれるべき事項  

⑤ 福祉政策の課題   ○ 福祉政策と社会問題   ・貧困、孤独、失業、要援護  

（児童、老齢、障害、寡婦）、偏  

見と差別、社会的排除、ヴァル  

ネラビリテイ、リスク  

・その他  

○ 福祉政策の現代的課題   ・社会的包摂、社会連帯、セー  

フティネット  

・その他  

○福祉政策の課題と国際比較  

（国際動向を含む。）  

○ 福祉政策の論点   ・効率性と公平性、必要と資源、  

普遍主義と選別主義、自立と  

依存、自己選択とパターナリズ  

ム、参加とエンパワーメント、  

ジェンダー、福祉政策の視座  

・その他  

○福祉政策における政府の役  

割  

○福祉政策における市場の役  

割  

○福祉政策における国民の役  

割  

○福祉政策の手法と政策決定  

過程と政策評価  

・政府部門、民間（営利・非営  

利）部門、ボランダノー部門、イ  

ンフォーマル部門  

・その他  



シラバスの内容  
想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項  

○ 福祉供給過程   ・公私（民）関係、再分配、割当、  

行財政、計画  

・その他  

○ 福祉利用過程   ・ステイクマ、情報の非対称性、  

受給資格とシティズンシップ  

・その他  

⑦福祉政策と関連政策   ○ 福祉政策と教育政策  

○ 福祉政策と住宅政策  

○ 福祉政策と労働政策  
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シラバスの内容  
想定される教育内容の例   

い   含まれるべき事項   

］的及び方法の概  ○ 社会調査の意義と目的  

○ 社会調査の対象  

② 統計法   ○ 統計法の概要  ≧調査における倫  

二ついて理解する。  
④ 社会調査における個人情報  ○ 社会調査における個人情報  

び質的調査の方法   保護  

○ 全数調査と標本調査   ・母集団、標本、標本抽出  

・その他  

○ 横断調査と縦断調査  

○ 自計式調査と他計式調査  

（⊃ 測定   ・測定の水準、測定の信頼性と  

妥当性  

・その他  

○ 質問紙の作成方法と留意点  ・ダブルバーレル質問、パーソ  

ナルな質問とインパーソナルな  

質問  

■その他  

社会調査の意義と日  

要について理解する  

統計法の概要、社会  

理や個人情報保護に  

量的調査の方法及  

について理解する。   
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シラバスの内容  
想定される教育内容の例  

含まれるべき事項  

○ 量的調査の集計と分析   ・コーディング  

・単純集計と記述統計、質的  

データの関連性（クロス集計）  

、量的データの関連性（散布  

図、相関と回帰）  

・その他  

⑥ 質的調査の方法   ○ 観察法   ・非参与観察法、参与観察法、  

統制的観察法  

・その他  

○ 面接法   ・自由面接法、構造化面接、半  

構造化面按  

・その他  

○質的調査における記録の方  

法と留意点  

○ 質的調査のデータの整理と  ■ 調査結果の図表化、ゲラウン  

分析   テッドセオリーアプローチ  

・その他  
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シラバスの内容  
想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項   

・社会福祉士の役割（総合的かつ包括  ①社会福祉士の役割と意義  ○ 社会福祉士及び介護福祉  ・定義、義務   

的な援助及び地域福祉の基盤整備と  士法   ・法制度成立の背景   

開発含む）と意義について理解する。  ・法制度見直しの背景  

・その他  

・精神保健福祉士の役割と意義につい  ○ 社会福祉士の専門性  
て理解する。  

②精神保健福祉士の役割と意  ○ 精神保健福祉士法   ・定義、義務   

・相談援助の概念と範囲について理解  
義  ・その他  

する。  ○ 精神保健福祉士の専門性  

③相談援助の概念と範囲   ○ソーシャルワークに係る各  
・相談援助の理念について理解する。  種の国際定義   （IFSW）の定義   

・その他  
・相談援助における権利擁護の意義と  

○ソーシャルワークの形成過  
範匪lについて理解する。  

程   ・セツルメント運動   

・その他  ・相談援助に係る専門職の概念と範囲  

及び専門職倫理について理解する。  ○ 人権尊重  

○ 社会正義  

・総合的かつ包括的な援助と多職種連  ○ 利用者本位  
携の意養と内容について理解する。  

○ 尊厳の保持  

○ 権利擁護  

○ 自立支援  

○ 社会的包摂  

シラバスの内容  
想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項  

（9相談援助における権利擁護  

の意義   の概念と範囲  

⑥相談援助に係る専門職の概  

念と範囲   囲  

○ 福祉行政等における専門職  ・福祉事務所の現業員、査察  

指導員、社会福祉主事、児童  

福祉司、身体障害者福祉司、  

知的障害者福祉司  

・その他  

○民間の施設・組織における  

専門職   祉協議会の職員、地域包括支  

接センターの職員  

・その他  

○ 諸外国の動向  

⑦専門職倫理と倫理的ジレン  
マ   

○ 倫理綱領   ・社団法人日本社会福祉士会  

倫理綱領、その他職能団体の  

倫理綱領、国際ソーシャル  

ワーカー連盟（lFSW）倫理綱領  

・その他  

○ 倫理的ジレンマ  

○ジェネラリストの視点に基く  

多職種連携（チームアプローチ  

含む）の意義と内容  意義と内容  

3   



シラバスの内容  
想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項   

・相談援助における人と環境との交互  ① 人と環境の交互作用   ○ システム理論   ・一般システム理論、サイバネ   

作用に関する理論について理解する。  ティツクス、自己組綴性  

・その他   

・相談援助の対象と様々な実践モデル  ○相談援助の対象の概念と範  
について理解する。  囲  

・相談援助の過程とそれ1に係る知識と   

技術について理解する（介護保険法に  
ローチ   ○ 生活モデル  

よる介護予防サービス計画、居宅サー  ○ ストレングスモデル  
ビス計画や施設サービス計画及び障害  

○ 心理社会的アプローチ  
青白立支援法によるサーービス利用計画  

についての理解を含む。）  ○ 機能的アプローチ  

○ 問題解決アプローチ  

・相談援助における事例分析の意義や  ○ 課題中心アプローチ  
方法について理解する。  

○ 危機介入アプローチ  

・相談援助の実際（権利擁護活動を含  ○ 行動変容アプローチ  

む∴〉について理解する。  ○ エンパワメントアプローチ  

○ 受理面接（インテーク）   ・インテークの意義、目的、方  

法、留意点、方法  

・その他  

シラバスの内容  
想定される教育内容の例  

含まれるべき事項  

○ 支援の計画（プランニング）  ・プランニングの意義、目的、  

留意点、方法  

・支援方針・内容の説明・同意  

・介護予防サービス計画  

・居宅サービス計画  

・施設サービス計画  

・サービス利用計画  

・その他  

○ 支援の実施   ・支援の意義、目的、方法、留  

意点  

・その他  

○ 経過観察（モニタリング）と評  ・モニタノングと評価の意義、目  

価   的、留意点、方法  

・その他  

○ 支援の終結と効果測定   ・支援の終結と効果測定の目  

的、留意点、方法  

・その他  

○ アフターケア   ・アフターケアの目的、留意点、  

方法  

・その他  

⑤ 相談援助における援助関係  ○ 援助関係の意義と概念  

○ 援助関係の形成方法   ・コミュニケーションとラポール、  

自己覚知  

・その他  

⑥相談援助のための面接技  ○ 相談援助のための面接技術  

術   の意義、目的、方法、留意点  



シラバスの内容  
想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項  

⑦ケースマネジメントとケアマ  

ネジメント   ネジメントの意義、目的、方法、  

留意点  

⑧アウトリーチ   ○アウトリーチの意義、目的、  

方法、留意点  

（診相談援助における社会資源  

の活用・調整・開発   の意義、目的、方法、留意点  

（診ネットワーキング（相談援助  

における多職種・多機関との連  

扶を含む。）   携を含む。）の意叢、目的、方  

法、留意点  

○家族や近隣その他の者との  
ネットワーキング、サービス提  

供者間のネットワーキング、そ  

の他  
○ケア会議の意義と留意点  

⑪集団を活用した相談援助  ○集団を活用した相談援助の  
意義、目的、方法、留意点  

○グループダイナミックス、自  

助グループ、その他  

⑫スーパービジョン   0スーパービジョンの意義、  

目的、留意点、方法  

⑩記録   ○記録の意義、目的、方法、留  

意点  

⑭相談援助と個人情報の保護  

の意義と留意点   

シラバスの内容  
想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項  

⑯事例分析   ○事例分析の意義、目的、方  
法、留意点  
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シラバスの内容  

」＼   含まれるべき事項   
想定される教育内容の例  

考え方（人権尊重、  ・定義  
を、地域生活支援、  ・その他  
／摂等を含む。）に  

○ 地域福祉の理念   ・人権尊重、権利擁護、自立支  
援、地域生活支援、地域移行、  

対象について理解  
社会的包摂  

■その他  

○ 地域福祉の発展過程  

臥団体及び専門  ○地域福祉における住民参加  

几＼て理解する。  の意義  

○地域福祉におけるアウトリー  
トットワーキング  チの意義  
〉連携を含む。）の  

卜実際について理  （診地域福祉の主体と対象   ○ 地域福祉の主体  

○ 地域福祉の対象  

0 社会福祉法   ・地域福祉の推進  
法（ネットワーキン  ・その他  ・調整・開発、福祉  

（卦 地域福祉に係る組織、団体  ○ 行政組織と民間組織の役割  ・地方自治体、社会福祉法人、  
地域トータルケア  
こ、サービスの評価  

と実際   特定非営利活動法人、社会福祉  

＼て理解する。   
協議会、民生委員一児童委員、  
共同募金、自治会、ボランティア  

組織、企業、生活協同組合、農  

業協同組合  

・その他  

○ 専門職や地域住民の役割と  ・社会福祉士、社会福祉協議会  
実際   の地域福祉活動専門員、介護相  

談員、認知症サポーター、その  

他の者の役割   

地域福祉の基本的  

地域移行、  社会的包   

ついて理解する。  

・地域福祉の主体と対  

・地域福祉に係る組織  

職の役割と実際につ  

地域福祉における  
（多職種  多機関との  
意義と方法  

解する。  
及びその  

地域福祉の推進方  

グ、社会  資源の活用  

ニーズの把握方法、  

システムの構築方法  

方法を含む。）につし  

シラバスの内容  
想定される教育内容の例  

含まれるべき事項  

④地域福祉の推進方法   ○ ネットワーキング（多職種・  ・ネットワーキング（多職種・  

多機関との連携を含む。）   多機関との連携を含む。）の意  

義と方法及び実際  

・その他  

○ 地域における社会資源の活  ・地域における社会資源の活  

用・調整・開発   用・調整・開発の意義や目的と  

留意点及びその方法と実際  

・その他  

○ 地域における福祉ニーズの  t 質的な福祉ニーズの把握方  

把握方法と実際   法と実際  

・その他  

・量的な福祉二一ズの把握方  

法と実際  

・その他  

○ 地域トータルケアシステムの  ・地域トータルケアシステムに  

構築方法と実際   必要な要素  

・地域トータルケアシステムの  

構築方法と実際  

・その他  

○ 地域における福祉サービス  ・ストラクチャー評価、プロセス  

の評価方法と実際   評価、アウトカム評価  

・その他  

・福祉サービスの第三者評価  

事業、ISO、QC活動、運営適  

正化委員会  

・その他   
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シラバスの内容  
想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項   

・福祉の行財政の実施体制（国・都道  （D福祉行政の実施体制   ○ 国の役割   ・法定受託事務と自治事務   

府県・市町村の役割、国と地方の関係、  ・その他  

財源、組織及び団体、専門職の役割を  ○ 都道府県の役割   ・福祉行政の広域的調整、事   
含む。）について理解する。  業者の指導監督   

・その他  
一 福祉行財政の実際について理解する。  

○ 市町村の役割   ・サービスの実施主体、介護保   

・福祉計画の意義や目的、主体、方法、  
険制度における保険者  

留意点について理解する。  
・その他  

○ 国と地方の関係   ・地方分権の推進  

・その他  

○ 福祉の財源   ・国の財源  

・地方の財源  

・保険料財源  

・民間の財源  

・その他  

役p   児里相－・所  

・身体障害者更生相談所  

■知的障害者更生相談所  

・婦人相談所  

・地域包括支援センター  

・その他   
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シラバスの内容  
想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項  

○福祉行政における専門職の  

役割   指導員  

・児童福祉司  

・身休障害者福祉司  

・知的障害者福祉司  

・その他  

（∋ 福祉行財政の動向  

③福祉計画の意義と目的   ○ 福祉計画の意義と目的  

○福祉計画における住民参加  

の意義  

○福祉行財政と福祉計画の関  

係  

④福祉計画の主体と方法   ○ 福祉計画の主体  

○ 福祉計画の種類   ・地域福祉計画、老人保健福  

祉計画、介護保険事業計画、  

障害福祉計画  

・その他  

○ 福祉計画の策定過程   ・問題分析と合意形成過程  

・その他  

○福祉計画の■策定方法と留意  

点  

○ 福祉計画の評価方法  
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シラバスの内容  
想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるペき事項   

に係る組織や団体（社  （D福祉サービスに係る組織や  ○ 社会福祉法人制度   ・定義、役割、税制、実際   

…療法人．．特定非営利活  ・その他  

i人、市民団体、自治会  ○ 特定非営利活動法人制度  ・定義、役割、税制、実際  
聖解する。  ・その他  

の組織と経営に係る基  
○ その他の組織や団体   ・医療法人、公益法人、営利  

：理解する。  
法人、市民団休、自治会  

・その他  

の経営と管理運営につ   

に係る基礎理論   ○ 経営に関する基礎理論  

○ 管理運営に関する基礎理論  

○集団の力学に関する基礎理  
論  

○リーダーシップに関する基礎  

理論  

○ 理事会の役割  

○ 財源   ・自主財源、寄付金、補助金、  

介護報酬  

・その他  

○福祉サービス提供組織のコ  

ンブライアンスとガバナンス  

○ 福祉サービス提供組拉にお  ・社会福祉事業に従事する者  

ける人材の養成と確保   の確保に関する基本的な指針  

・その他   

福祉サービスl  

会福祉法人、医  

動法人、営利法  

など）について理  

福祉サービスの  

礎理論について  

福祉サービス  

いて理解する。   

シラバスの内容  
想定される教育内容の例  

含まれるべき事項  

○ 福祉サービス提供組織の経  ・財務諸表の理解  

苦の実際   ・その他  

④福祉サービスの管理遷宮の  ○ 適切なサービス提供体制の  ・スーパービジョン体制  

方法と実際   確保   ・サービスマネジメント  

・チームアプローチ  

・苦情対応、リスクマネジメン  

トの方法  

・その他  

○ 働きやすい労働環境の整備  ■キャリアパス  

・OJTやOFF－JT  

・育児・介護休業  

・メンタルヘルス対策  

・その他  
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シラバスの内容  

ねらい   
想定される教育内容の例  

含まれるべき事項   

・現代社会における社会保障制度の課  ①現代社会における社会保障  0 人口動態の変化、少子高齢  

題（少子高齢化と社会保障制度の関係  制度の課題（少子高齢化と社  化   

を含む。）について理解する。   会保障制度の関係を含む。）  0 労働環境の変化   ・男女共同参画   

・ワークライフバランス  
・社会保障の概念や対象及びその理念  

－その他  等について、その発達過程も含めて理  

解する。  
（∋社会保障の概念や対象及  

びその理念   ○ 社会保障の役割と意義  

・公的保険制度と民間保険制度の関係  ○ 社会保障の理念  
について理解する。  

○ 社会保障の対象  

・社会保障制度の体系と概要について  

理解する。  ③ 社会保障の財源と費用   ○ 社会保障の財源  

○ 社会保障給付費  
・年金保険制度及び医療保険制度の具  

体的内容について理解する。  
○ 国民負担率  

④ 社会保険と社会扶助の関係  ○ 社会保険の概念と範囲  

・諸外国における社会保障制度の概要  0 社会扶助の概念と範囲  
について理解する。  

⑤公的保険制度と民間保険制  

度の関係   険、民間介護保険  

・その他  

○ 年金保険制度の概要   ・制度の目的、対象、給付内容、  

財源構成  

・その他  

シラバスの内容  

ねらい   
想定される教育内容の例  

含まれるべき事項  

○ 介護保険制度の概要   ・制度の目的、対象、給付内容、  

財源構成  

・その他  

○ 労災保険制度の概要   ・制度の目的、対象、給付内容、  

財源構成  

・その他  

○ 雇用保険制度の概要   ・制度の目的、対象、給付内容、  

財源構成  

・その他  

○ 社会福祉制度の概要   ・制度の目的、対象、給付内容、  

財源構成  

・その他  

○ 生活保護制度の概要   ・制度の目的、対象、給付内容、  

財源構成  

・その他  

○ 家族手当制度の概要   ・制度の目的、対象、給付内容、  

財源構成  

・その他  

（∋年金保険制度の具体的内  
容   

○厚生年金  

○各種共済組合の年金  

⑧医療保険制度の具体的内  

容   ○ 健康保険  

○ 各種共済組合の医療保険  



シラバスの内容  

ねらい   
想定される教育内容の例  

含まれるべき事項   

・高齢者の生活実態とこれを取り巻〈社  G）高齢者の生活実態とこれを   ○ 高齢者の生活実態とこれを  

会情勢、福祉・介護需要（高齢者虐待  取り巻く社会情勢、福祉・介護   取り巻く社会情勢   

や地域移行、就労の実態を含む。）   需要（高齢者虐待や地域移行、   ○ 高齢者の福祉需要  ・高齢者虐待の実態、高齢者  
について理解する。   就労の実態を含む。）   の地域移行や就労の実態  

・その他  
・高齢者福祉制度の発展過程について  

理解する。  
○ 高齢者の介護需要  ・要介護高齢者の実態、認知  

症高齢者の実態   

・介護の概念や対象及びその理念等  ・その他  

について理解する。  ②高齢者福祉制度の発展過   ○ 高齢者福祉制度の発展過  

程  程   ・介護過程における介護の技法や介護  

予防の基本的考え方について理解す  
や対象  と範囲  

る。  

・終末期ケアの在り方（人間観や倫理  

を含む。）について理解する。  
護予防   ○ 介護予防の必要性  

○ 介護予防プランの実際  

・相談援助活動において－必要となる介  概要  

護保険制度や高齢者の福祉・介護に  
係る他の法制度について理解する。  

症ケア   ○ 認知症ケアの基本的考え方  

36  

シラバスの内容  
想定される教育内容の例  

含まれるべき事項  

（∋終末期ケア   ○ 終末期ケアの基本的考え方  

○終末期ケアにおける人間観  

と倫理  

○ 終末期ケアの実際  

（診 介護と住環境   ○ 介護のための住環境  

⑨ 介護保険法   ○ 介護保険法の概要   ・介護保険制度の目的、保険  

者と被保険者、保険料、要介  

護認定の仕組みとプロセス、  

居宅サービスの種類、施設  

サービスの種類、住宅改修の  

種類、地域支援事業、苦情処  

理、審査請求、介護保険制度  

の最近の動向  

・その他  

⑯ 介護報酬   ○ 介護報酬の概要   ・介護予防とリハビリテーション  

の推進  

・地域包括ケア、認知症ケアの  

確立  

1医療と介護の機能分担、連携  

強化  

・その他  

○ 国の役割  

○ 市町村の役割  

○ 都道府県の役割  

○ 指定サービス事業者の役割  



シラバスの内容  

ねらい   
想定される教育内容の例  

含まれるべき事項  

○介護保険制度における公私  

の役割関係  

⑫介護保険法における専門職  

の役割と実際   ○ 訪問介護員の役割  

○ 介護随員の役割  

○福祉用具専門相談員の役  
割  

○介護相談員、認知症サボー  
ターの役割  

○介護認定審査会の委員、認  
定調査員の役割  

⑬介護保険法におけるネット  

ワーキングと実際   ・連携の実際  

・その他  

○サービス利用時における連  

携   ・連携の実際  

・その他  

⑭地域包括支援センターの役  

割と実際   総体系  

○地域包括支援センターの活  

動の実際   ・その他  

⑯ 老人福祉法   ○ 老人福祉法の概要   ・老人福祉法に基づく措置  

・その他  

○ 高齢者虐待の定義  

の養護者に対する支援等に関  
する法律（高齢者虐待防止法）   
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シラバスの内容  
想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項  

⑰高齢者、障害者等の移動等  

の円滑化の促進に関する法律   

の概要  

○高齢者向け優良賃貸住宅、  

高齢者専用賃貸住宅  
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シラバスの内容  
想定される教育内容の例  

含まれるべき事項   

これを取り巻く社  （D障害者の生活実態とこれを  0 障害者の生活実態とこれを  

吾要（地域移行  

．）について理解  0 障害者の福祉・介護需要  ・障害者の福祉・介護需要の  

（地域移行や就労の実態を含  実態  

む。）   ・障害者の地域移行や就労の  
邑展過程について  実態  

・その他  

lて必要となる障  
（∋障害者福祉制度の発展過  ○ 障害者福祉制度の発展過  

程  害者の福祉・介  

二ついて理解す   ○ 障害者自立支援法の概要  ・障害者自立支援法の目的、  

障害程度区分判定の仕組みと  

プロセス、支給決定の仕組み  

とプロセス、財源、障害福祉  

サ≠ビスの種類、障害者支援  

施設の種類、補装具・住宅改  

修の種類、自立支援医療、地  

域生活支援事業、苦情解決、  

審査請求、障害者自立支援制  

度の最近の動向  

・その他   

障害者の生活実態と  

会情勢や福祉・介護需  

や就労の実態を含む。  

障害者福祉制度の発  

理解する。  

相談援助活動におい  

害者自立支援法や障  

護に係る他の法制度l  

る。  
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シラバスの内容  
想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項  

④障害者自立支援法における  

組織及び団体の役割と実際   

○ 都道府県の役割  

○ 指定サービス事業者の役割  

○国民健康保険団体連合会  

の役割  

○ 労働関係機関の役割   ・ハロ【ワーク  

・その他  

0 教育機関の役割   ■特別支援学校  

・その他  

○障害者自立支援制度におけ  

る公私の役割関係  

⑤障害者自立支援法における  

専門職の役割と実際   ○ サービス管理責任者の役割  

0 居宅介護従業者の役割  

⑥障害者自立支援法における  ○ 医療関係者との連携   ・連携の方法  

多職種連携、ネットワーキング   0 精神保健福祉士との連携   ・連携の実際  

と実際  ・その他  

○障害程度区分判定時におけ  

る連携  

○サービス利用時における連  

携  

○労1動関係機関関係者との連  

携  
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シラバスの内容  
想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項  

⑦相談支援事業所の役割と実  

際   系  

○相談支援事業所の活動の  

実際  

⑧身体障害者福祉法   ○ 身体障害者福祉法の概要  ・身体障害者福祉手帳、身体  

障害者福祉法に基づく措置  

・その他  

⑨知的障害者福祉法   ○ 知的障害者福祉法の概要  ・療育手帳、知的障害者福祉  

法に基づく措置  

・その他  

⑩精神保健及び精神障害者福  ○ 精神保健及び精神障害者福  ・精神保健福祉手帳、精神保  

祉に関する法律   祉に関する法律の概要   健及び精神障害者福祉に閲す  

る法律に基づく措置入院  

・その他  

⑪発達障害者支援法   ○ 発達障害者支援法の概要  ・発達障害者支援センターの  

役割  

・その他  

⑫障害者基本法   ○ 障害者基本法の概要  

⑬心神喪失等の状態で重大な  

他害行為を行った者の医療及  

び観察等に関する法律   び観察等に関する法律の概要  

⑭高齢者、障害者等の移動等  

の円滑世の促進に関する法律   

の概要  
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シラバスの内容  

．らい   
想定される教育内容の例  

含まれるべき事項   

舌実態とこれを取り巻  （か児童・家庭の生活実態とこれ  ○ 児童・家庭の生活実態とこれ  ・少子化の進行   

需要（子育て、一人親  を取り巻く社会情勢、福祉需要  を取り巻く社会情勢   ・いじめ   

ヒび家庭内暴力（D．∨）  （一人親家庭、児童虐待及び家  ・少年犯罪   
こついて理解する。  庭内暴力（D．∨）、地域における  ・家庭の育児機能の低下  

子育て支援及び青少年育成の  ・その他  

Pl度の発展過程につ  ○ 児童・家庭の福祉需要（一人  ・児童・家庭の福祉需要の実態、  

親家庭、児童虐待、家庭内暴  一人親家庭の実態、児童虐待  
力（D．∨）、地域における子育て  の実態、家庭内暴力（D．∨）の  

いて理解する。  支援及び青少年育成の実態を  実態、地域における子育て支  

含む。）   援及び青少年育成の実態  

二おいて－必要となる児  

；や児童・家庭福祉に  

過程  こついて理解する。  過程  
③ 児童の定義と権利   ○ 児童の定義  

○ 児童の権利  

④児童福祉法   ○ 児童福祉法の概要   ・児童福祉法の目的、児童福祉  

施設の種類、里親制度、児童  

福祉制度に係る財源、児童福  

祉サ…ビスの最近の動向  

・その他  

⑤ 児童虐待の防止等に関する  ○ 児童虐待の防止等に関する  ・児童虐待防止法の目的、児童  

法律（児童虐待防止法）   法律の概要   虐待の定義、虐待予防の取リ  

組み、虐待発見時の対応  

・その他   

児童・家庭の生活  

く社会情勢、福祉  

家庭、児童虐待及  

の実態を含む。）l  

・児童・家庭福祉静  

いて理解する。  

・児童の権利につ  

相談援助活動に  

童・家庭福祉制度  

係る他の法制度l  
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シラバスの内容  
想定される教育内容の例  

含まれるべき事項  

（彰配偶者からの暴力の防止及  ○ 配偶者からの暴力の防止及  ・D．∨法の目的、D．∨の定義、  

び被害者の保護に関する法律  び被害者の保護に関する法律  家  
（D．∨法）   の概要   庭内暴力発見時の対応  

・その他  

⑦ 母子及び寡婦福祉法   ○ 母子及び寡婦福祉法の概要  ・母子寡婦福祉法の目的、母  

子寡婦福祉資金、母子福祉施  

設、母子寡婦福制度に係る財  

源、母子寡婦福祉サービスの  

最近の動向  

・その他  

⑧ 母子保健法   ○ 母子保健法の概要   ・母子保健法の目的、母子健  

康手帳、養育医療の種類、母  

子保健制度に係る財源、母子  

保健サービスの最近の動向  

・その他  

⑨児童手当法   ○ 児童手当法の概要   ■児童手当の種類、児童手当  

に係る財源、児童手当制度の  

最近の動向  

・その他  

（珍 児童扶養手当法   ○ 児童扶養手当法の概要   ・児童扶養手当の種類、児童  
扶養手当に係る財源、児童扶  
毒手当制度の最近の動向  

・その他  

⑪特別児童扶養手当等の支  ○ 特別児童扶養手当等の支  ・特別児童扶養手当の種類、  

給に関する法律   給に関する法律の概要   特別児童扶養手当に係る財源、  

特別児童扶養手当制度の最  

近の動向  

・その他  

⑫次世代育成支援対策推進  ○ 次世代育成支援対策推進  

法   法の概要   
5   



シラバスの内容  
想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項  

⑬少子化社会対策基本法   ○少子化社会対策基本法の  

概要  

⑯売春防止法   0 売春防止法の概要   ・婦人相談所、婦人保護施設、  

婦人相談員  

・その他  

⑯児童・家庭福祉制度におけ  

る組織及び団休の役割と実際   

○ 都道府県の役割  

○ 家庭裁判所の役割  

○ 民生委員と児童委員の役割  

○児童・家庭福祉制度におけ  

る公私の役割関係  

⑯児童・家庭福祉制度におけ  

る専門職の役割と実際   ○家庭支援専門相談員の役  

割  

○ 医療関係者との連携   ・連携の方法  

・連携の実際  

・その他  

○ 教育関係者との連携   ・連携の方法  

・連携の実際  

・その他  
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シラバスの内容  
想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項  

⑱児童相談所の役割と実際  ○ 児童相談所の組織体系  

○ 児童相談所と市町村の連携  
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シラバスの内容  
想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項   

碧の生活実態とこれを取リ  （D低所得階層の生活実態とこ  ○ 低所得者層の生活実態とこ  ・低所得者層の生活実態とこ   

跨、福祉需要とその実際に  れを取り巻く社会情勢、福祉需  れを取り巻く社会情勢、福祉需  れを取り巻く社会情勢、福祉需   

する。  要と実際   要   要の実態  

・その他  

舌動において必要となる生  ○ 生活保護費と保護率の動向  ・生活扶助、医療扶助、その他  
：や生活保護制度に係る他  の扶助等の動向  
ついて理解する。  

（∋ 生活保護制度   ○ 生活保護法の概要   ・生活保護法の目的、基本原  

プログラムの意義とその実  
理、保護の原則、保護の種類  

理解する。  
と内容、保護の実施機関と実  

施体制、保護の財源、保護施  

設の種類、被保護者の権利及  

び義務、生活保護の最近の動  

向  

・その他  

③生活保護制度における組織  

及び団体の役割と実際   ○ 都道府県の役割  

○ 市町村の役割  

○ ハローワークの役割  

④生活保護制度における専門  

職の役割と実際   ○ 査察指導員の役割  

⑤生活保護制度における多職  ○ 保健医療との連携   ・連携の方法  

種連携、ネットワーキングと実  ○労働施策との連携  ・連携の実際  

際  
・その他  

○その他の施策との連携  
4   

低所得階層  

巻く社会情勢  

ついて理解  

相談援助活  

活保護制度  

の法制度に  

自立支援プ  

際について   

シラバスの内容  
想定される教育内容の例  

含まれるべき事項  

（参 福祉事務所の役割と実際  ○ 福祉事務所の組粒体系  

○ 福祉事務所の活動の実際  

（∋自立支援プログラムの意義  

と実際   ○自立支援プログラムの作成  

過程と方法  

○ 自立支援プログラムの実際  

（郵 低所得者対策   ○ 生活福祉資金の概要  

○低所得者に対する自立支援  

の実際  

○ 無料低績診療制度  

（勃 低所得者へ住宅政策   ○ 公営住宅  
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シラバスの内容  
想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項   

・相談援助活動において必要となる医  ①医療保険制度   0 医療保険制度の概要   ・高額療養費制度の概要   
療保険制度（診療報酬に関する内容を  ○ 医療費に関する政策動向  ・その他   

理解する。   
含む。）や保健医療サービスについて   ②診療報酬  ○ 診療報酬制度の概要  ・多様な居住の場における在  

宅療養   

・保健医療サービスにおける専門職の  
・ターミナルケアを支援する診  

役割と実際、多職種協働について理解  
療報酬制虔  

する。  
・その他  

（卦保健医療サービスの概要  ○医療施設の概要  ・病院、特定機能病院、回復期  
○保健医療対策の概要  リハビリテーション病棟、地域  

医療支援病院、診療所  
・その他  

④保健医療サービスにおける  

専門職の役割と実際   ○インフォームドコンセントの  

意義と実際  

○ 保健師、看護師等の役割  

○作業療法士、理学療法士、  
言語聴覚士等の役割  

○医療ソーシャルワーカーの  
役割   務指針  

・その他  

⑤保健医療サービス関係者と  ○ 医師、保健師、看護師等と  ・連携の方法  
の連携と実際   の連携   ・連携の実際  

・医療チームアプローチの実際  
・その他  
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下顎   



シラバスの内容  
想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項   

・相談援助活動において必要となる各  ①雇用・就労の動向と労働施  ○ 雇用・就労の動向   ・労働市場の動向   

種の就労支援制度について理解する。  ・ライフスタイルに応じた多様な  

働き方  

・就労支援に係る組稔、団体及び専門   ・障害者の雇用・就労を取り巻   

取について理解する。  く情勢  

・その他  
・就労支援分野との連携について理解  

○ 労働法規の概要  
する。  

（∋就労支援制度の概要   ○生活保護制度における就労  

支援制度   ・社会適応訓練事業  
・自立支援プログラム  
・ハローワークの取組  

・その他  

○障害者福祉施策における就  

労支援制度   ・就労継続支援事業A型  
・就労継続支援事業B型  

・その他  

○ 障害者雇用施策の概要   ・障害者雇用率制度、職業リハ  
ビリテーションの実施体制等  

・その他  

（∋就労支援に係る組織、団体  

の役割と実際   ○市町村（福祉事務所）の役  

割  
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シラバスの内容  
想定される教育内容の例  

含まれるべき事項  

○ハローワークの役割と活動の  

実際  

○ 職業リハビリテーション機関  ・ハローワークにおける障害者  

の役割と活動の実際   の職業相談・覇業紹介  

・地域障害者職業センターにお  
ける職業リハビリテーション  

・障害者就業・生活支援セン  

ターの取組  
・その他  

○障害福祉サービス事業所・  

障害者支援施設の役割  

④就労支援に係る専門職の  ○ 生活保護制度に係る専門職  ・現業員の役割  

役割と実際   の役割   ・その他  

○ 障害者福祉施策に係る専門  ・サービス管理責任者の役割  

職の役割   ・就労支援員の役割  

■その他  

○ 職業リハビリテーションに係  ・職場適応援助者（ジョブコー  

る専門職の役割   チ）  

・障害者職業カウンセラー  

・その他  

⑤就労支援分野との連携と実  ○ ハローワークとの連携（生活  ・生活保護制度におけるハロー  

際   保護制度関係）   ワwクとの連携の方法、連携の  
実際  

・その他  
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シラバスの内容  
想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項  

○ 障害者福祉施策との連携  ・障害福祉サービス事業所・障  

害者支援施設との連携の方法、  

連携の実際  

・その他  
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シラバスの内容  
想定される教育内容の例  

ねらい   含まれるべき事項   

・相談援助活動と法（日本国憲法の基  （か相談援助活動と法（日本国  ○ 相談援助活動において想定  ・福祉サービスの利用と契約  
本原理、民法・行政法の理解を含む。）  憲法の基本原理、民法・行政  される法律問題   一 消費者被害と消費者保護  
との関わりについて理解する。  法の理解を含む。）との関わリ  ・自己破産  

・借家保証  
・相談援助活動において必要となる成  ・行政処分と不服申立   

年後見制度（後見人等の役割を含む。）  ・その他  

について理解する。  ○ 日本国憲法の基本原理の理  ・基本的人権の尊重   
解   ・その他  

・成年後見制度の実際について理解す  
る。  ○ 民法の理解   ・契約  

・不法行為   

・社会的排除や虐待などの権利侵害や  ・親族   

認知症などの日常生活上の支援が必  ・相続   

要な者に対する権利擁護活動の実際  ・その他  

について理解する。  ○ 行政法の理解   ・行政行為  
・行政事件手続  
・情報公開  
・その他  

○ 成年後見の概要   ・成年被後見人の行為能力  
・成年後見人の役割  
・その他  

○ 保佐の概要   ・被保佐人の行為能力  
■保佐人の役割  
・その他  

○ 補助の概要   ・補助人の役割  
・その他  

○ 任意後見  

○民法における親権や扶養の  
概要  

シラバスの内容  
想定される教育内容の例  

含まれるべき事項  

（∋ 日常生活自立支援事業  ○ 日常生活自立支援事業の概  ・専門員の役割  

要   ・生活支援員の役割  
・日常生活自立支援事業の最  

近の動向  

・その他  

④ 成年後見制度利用支援事  ○ 成年後見制度利用支援事業  

業   の概要  

（9権利擁護に係る組織、団  

体の役割と実際   ○ 法務局の役割  

○ 市町村の役割（市町村申立）  

○ 弁護士の役割  

○ 司法書士の役割  

○ 社会福祉士の活動の実際  

○認知症を有する者への支援の  

実際  

○消費者被害を受けた者への  
対応の実際  

○被虐待児・者（高齢者を含  

む。）への対応の実際  

○アルコール等依存者への対応  

の実際  

○ 非行少年への対応の実際  

○ ホ…ムレスへの対応の実際  

○多問題重複ケースヘの対応  

の実際  
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シラバスの内容  
想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項   

・相談援助活動において必要となる更  ○ 刑事司法の中の更生保護  

生保護制度について理解する。  

・更生保護を中心に、刑事司法・少年司  ○ 生活環境調整  

法分野で活動する組織、団体及び専門  ○ 仮釈放等  
特について理解する。  

○ 更生緊急保護  

・刑事司法・少年司法分野の他機関等  ○ 恩赦  

との連携の在り方について理解する。   
○ 被害者等支援  

○ 犯罪予防  

② 更生保護制度の担い手  

○ 更生保護施設  

○ 民間協力者  

○ 検察庁との連携  

○ 裁判所との連携  

○ 矯正施設との連携  

○就労支援機関・団体との連  

携  

○ 福祉機関・団体との連携  
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シラバスの内容  
想定される教育内容の例   

ねらい   含まれるべき事項  

④ 医療観察制度の概要   ○ 生活環境調査  

○ 生活環境調整  

○ 精神保健観察  

○ 関係機関・団体との連携  
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○ 短期養成施設における教育力リキュラムについては、従来の福祉系大学等において   

基礎科目を修めて卒業した者に加えて、一定の実務経験を有する行政職や社会福祉主   
事を対象とするものであることから、実習・演習など、実践力の向上に重点を置いた教育   

力リキュラムとする。  

60  
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Ⅱ 教員（実習・演習を除く。）  

62  

見直し案   現行   

虜行ど方リ   ○ 下表に定める数以上の専任教員を有すること。  

学生総定員の区分   専任教員数  

80人事で  3  

81人から200人まで  
3＋学年総定昌一80  叩  

201人以上  
一200  

学年絞忘■昌 6＋  叩  
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見直し案  

①短期養成施設の場合   

専任教員のうち1人は姓会壬昌並足助度盛鼠異姓  
捜会塵赴援助技後産習を、1人は社会鐘辿援助及   

鮭現象墓室過導を教授できる看であること。  

（ヨ 一般養成施設の場合   

専任教員のうち1人は社会福祉原論1豊△鬼址晶⊥  

隆呈暴追辿論異姓児童猛姓論を、］A怯姓会福迦  

援助妓術歳旦蛙社会塵姓援助足腰演豊圭ユ1人蛙   
社会福祉援助抜歯現場呈豊漁豊を数捜二王皇る畳で   

あること。  

①短期養成施設の場合   

専任教員のうち1人は短談援助の甥過と左i圭又は  
組巌援助演習を、1人は祖述援助美里遥導旦蛙撞  

談援助臭習を教授できる看であること。  

② 一般養成施設の場合   

専任教員のうち1人は現代社会と福祉ユ高齢畳に   

虻る支援と介護堤庚制度、β重量畳一三虻る支援と   

陸害者自立支援制度上児童や家庭！過する支援と   
温童二家庭福祉制度真」基底虎度量に虻る支援と生   
温保護制度を、1人は祖談援助の基盤と専門職、租   

助地温と去j圭淵鋸寅習を、1人は租   
言灸援助案習又は相談援助差置鎧導を教授できる看   

であること。  

（卦 原則として、教員は、1の社会福祉士養成施設等  
（1の社会福祉士養成施設等に2以上の課程がある   

場合は、1の課程）に限り、専任教員となるものである   

こと。  

③ 原則として、教員は、1の社会福祉士養成施設等  
（1の社会福祉士養成施設等に2以上の課程がある   

場合は、1の課程）に限り、専任教員となるものである   
こと。  
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○ 教員要件については、実践力の高い社会福祉士を養成する観点から、現行の教員要  
件を踏まえつつ、   
① 様々な福祉サービスの現場で実際に活動している社会福祉士を広く活用できるよう  

にすること   

② 従来管理職に限られていた国の行政機関又は地方公共団体の職員について、5  
年の実務経験があれば、管理職である（であった）か否かにかかわらず、教授できる  
ようにすること   

③「人体の構造と機能及び疾病」について、当該科目に関する研究領域を専攻した修  
士又は博士の学位を有する者も、教授できるようにすること  
といった見直しを行う。（その他の基準については、現行どおりとする。）  

【一般養成施設t短期養成施設共通】   
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り）見直し案の概要  

○ 新しい教育力リキュラムにおける科目ごとに、   

①当該科目を担当する大学等における教授、准教授、講師又は助教   

②当該科目の担当として3年以上の教育経験を有する専門学校の専任教員   

③当該科目に関する研究領域を専攻した修士又は博士の学位を有する者   

④当該科目に関する業務に5年以上の実務経験を有する国の行政機関又は地方公共団体  

の職員（経験者を含む。）   

⑤5年以上の実務経験を有する社会福祉士   

⑥医師   

⑦5年以上の実務経験を有する介護福祉士   

⑧5年以上の実務経験を有する看護師等   

のいずれかを満たす教員を確保しなければならないこととする。  
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当該科目を ロー′  当該科目の 担当として3  当該科剛こ 関する研究  ー当駿科目に′ 関する業務に  5年以上の   5年以上の  5年以上の  

（二法）科月名は全て仮称  
医師 ∴  

る教授 准   る四め行数機  有する社会  有する看護  有する介護  
ヽ′ 教授、講師  
又は助教   

師等   描祉士   

員   者   職員   

人体の構造と機能及び疾病  0  

心理学理論と心理的支援   0   0   ○  

社会理論と社会システム   0   0   0  

現代社会と福祉   0   0   0  

社会調査の基礎   0   ○   ○  

相談援助の基盤と専門職   0   0   0  

相談援助の理論と方法   0   0   ○  

地域福祉の理論と方法   0   0   ○   

福祉行財政と福祉計画   0   0   0   

福祉サービスの組織と経営   0   0   0  

社会保障   0   0   0  

高齢者に対する支援と介護保険制度   ○   0   0   0   0  

障害者に対する支援と障害者自立支援制度   0   0   0   0   0  

児童や家庭に対する支援と児童・家庭福祉制度   0   0   0   0   

低所得者に対する支援と生活保護制度   0   0   0   0   

保健医療サービス   0   0   ○   ○   

就労支援サービス   0   0   （⊃   ○   

権利擁護と成年後見制度   （〕   0   0  0  

更生保護制度   ○   0   （）  0  
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（2）見直し案の具体飽虫垂  

見直し案  

各科目の教員l盛創過重畳を含む」遡眉展墓性旦主⊇  

いては、次のアからキまでの科目ごとにそれぞれ掲げる  

苓のうら、いミ＝lかに芸文当すうものとす5「と．  

ただし、エに椙げる高齢者に対する支援と介護保険制  

圧l二ついて上し少い、とも1人＝上Ilエの・かに三工当＿す  
星看でなければならないものとする皿  

Z適温造と低能及び疾虞  

軌茎拉致畳墓膿剋22年法経基呈巨号）に基づく大学   

院j三おぃて、当該剋月1こ関する研究領簸を垂攻ヒ   

た看で修士旦蛙隆±の学位を有する者  

（イ）医師  

肋堤燈臥助産隆具題看護師の朗取得後、巨年   

以上看護差羞上二従事した塩塵「がある者  

す心理掌理論と白壁的支援▲社会理論と社会システ   

ム上j昆±鮎と福祉し社会調査の基礎、福姓サニビ   

服L社会偲陸  
粗大学及び   

これらに準ずる教育機関 

抜い⊥皇該封旦を担呈する教授⊥進数捜、助数又建   

講座戯⊥と土工選考さ吐た者  
校の専門課程の専イ壬   

教員として⊥皇遜科目をa年以上担当した経験を有   

する肴  

各科目毎の教員（添削指導者を含む。）の資格要件  

については、次のとおりとする。  

ア 社会福祉原論、老人福祉論、障害者福祉論、児童  

福祉論、社会保障論、公的扶助論及び地域福祉論  

（ア）大学院、大学、短期大学及びこれらに準ずる教   

育機関において、法令の規定に従い、当該科目を   

担当する教授、准教授、助教又は講師（非常勤を   

含む。）として選考された者  

（イ）専修学校の専門課程の専任教員として、当該科   

目を3年以上担当した経験のある者  

（ウ）大学院において、当該科目に関する研究領域を   

専攻した看で修士又は博士の学位を有する者  

（エ）国の行政機関又は地方公共団体において管理   

職以上の経験があって、当該科目に関する業掛こ   

3年以上従事した経験のある者（社会福祉原論を除   

く。）  

イ 社会福祉援助技術論  

（ア）大学院、大学、短期大学及びこれらに準ずる教   

育機関において、法令の規定に従い、当該科目を   

担当する教授、助教又は講師（非常勤を含む。）   

として選考された者  

（イ）専修学校の専門課程の専任教員として、当該科   

目を3年以上担当した経験のある者  

見直し案  

（ウ）大学院において、当該科目に関する研究領域を   

専攻した看で修士又は博士の学位を有する者  

（エ）社会福祉士資格取得後、5年以上相談援助業   

務に従事した経験のある者  

（オ）社会福祉援助技術現場実習及び社会福祉援助   

技術現場実習指導については、社会福祉援助技術   

論、社会福祉援助技術演習を教授できる者も含む。  

り 心理学、社会学及び法学  

（ア）大学院、大学、短期大学及びこれらに準ずる教   

育機関において、法令の規定に従い、当該科目を   

担当する教授、助教授又は講師（非常勤を含む。）   

として選考された者  

（イ）専修学校の専門課程の専任教員として、当該科   

目を3年以上担当した経験のある者  

（ウ）大学院において、当該科目に関する研究領域を   

専攻した看で修士又は博士の学位を有する者  

工 医学一般   

原則、内科医師  
オ 介護概論   

介護福祉士、保健師、助産師、又は看護師の資格  
取得後、5年以上介護又は看護業務に従事した経験   

がある者  

iウ）学校数育法麒大草庖慕おいて⊥呈三左魁員」三   

関する研究領域を専塵した着で修士又は悼±但空位   

を左する着  

脚 

皿学校数書法に基づく大学院、大学、短観大里及びこ   

れらに準ずる教育機阻におい王、法令の規定I∃庭い、   

授、助致又は講師   

（非常勤を含むhjとして選考された着  

くイ1学校農畜法に基づく専修苧厳の専門課程の専任教   

員として⊥当該科目を3年以上担当した経験を右する   

畳  
払大学l矧二おいて 

関する腰宜慮域を専攻した煮で隆±又は博士の学位   

を互壬る着  

日∋社会福祉士の査格を取得した後、相談援助金羞塵   

旦三組亀を互生る畳  

与高齢量に対する支】呈と介護保険制度  

（ア1掌校数責法に基づく大豊院ゝ大里、短期大学及びこ   

也らに豊壬る塵喜毯盟如し   

皇該科員を担呈する教授⊥進教授⊥助数又は講顔  

（韮豊艶を含む旦ほして選考された着  

雌 

員として、馳ある童  
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（参考）現行の社会福祉士養成施設の教員要件について  

○ 現行の社会福祉士養成施設における教員要件については、科目ごとに、  

①当該科目を担当する大学等における教授、准教授、講師又は助教  

② 当該科目の担当として3年以上の教育経験を有する専門学校の専任教員  

③ 当該科目に関する研究領域を専攻した修士又は博士の学位を有する者  

④ 当該科目に関する業務に3年以上の実務経験を有する国の行政機関又は地方公共団体の   

管理職以上の者（経験者を含む。）  

⑤ 5年以上の実務経験を有する社会福祉士  

⑥ 内科医師  

⑦5年以上の実務経験を有する介護福祉士又は看護師等   

のいずれかに該当する教員を確保しなければならないこととされている。  
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当該科目に開す  
当該科目を担  当該科目の担  当該科目に関   る業務に3年以上   

5年以上の実務   
5年以上の実粍  

内科医師     当する大学等  当として3年以  する研究領域を  の実務経験を有    経♯を有する介   における教授、  上の教育経験  専攻した修士又  する国の行政機  経験を有する社   護福祉士又は  
進数授、講師又  
は肋教   校の専任教員   

看護師等  

術  

術  

術  

術  

社会福祉原論  

老人福祉論  

障害者福祉論  

児童福祉論  

社会保障論  

公的扶助論  

地域福祉論  

社会福祉援助技  

社会福祉援助技  

社会福祉援助技  

社会福祉援助技  
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Ⅲ 施設設備  
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○ 社会福祉士養成施設の設置主体については、運用上、地方公共団体、学校法人及び   
社会福祉法人のいずれかであることが要件となっているが、養成施設の指定基準にお   
いてこれを改めて明確化する。【一般養成施設・短期養成施設共通】  

見直し案   現行   

＃会題憩士劫敵穿仁ついて玖虜ををL。  
たノだと′、儲ゴー養成願翼穿紛おいこ  

以下の鹿屋漆弘  

団体1，学校法人及び社会福祉     厨慶喜鰍彪方公＃β7嵐草炭．法人及び社会窟社ノ芽   
人を原則とすること（   人左靴すること   
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○ 建物（校舎）については、運用上、自己所有であることが要件となっているが、事業の  
継続性が担保されることを前提に、借家の場合でも可能となるよう、規制を緩和する。  

見直し案  

＃会裔磁土屋戯超たついてば、鹿足なL。  

ただ乙′、プ瀾土着脚客質粛蜘仁おいこ  

以下の虜定演弘   

（p 夜会筈密励仁つい紘乳房年内「72月．末β夏モノ  

仁工事苫完アL、厳穿の場合ば、炭塵源の安打を愛  
／ナるこ∠もまた鮎筈仁ついて盲、すべ丁年ノ勾仁断   

つ／ナを完■7す‾ること  

（む 校舎等建物については、申請年内（12月末日まで）   

に工事を完了し、新築の場合は、検査済証の交付を受   

けること。また、備品等についても、すべて年内に備え   

つけを完了すること。なお必要1年を満たし、力、つ㌧ぉ   

おむね≧旦垂以土L出て使用でき急場合には、借   
家であっても差し支えないこと．   

ア 」麦畳温盟約が鯉塩されてりること（設置言十画書提出   

娃においては仮盟約締結でもよい∴」   

イ 賃借権の登記がなされていること】ただし、公共用   

他についてはこの限りではない」  

②校地は、設置者が所有するものであることを原則とす   

ること。なお、次の要件を満たし、かつ、おおむね20   

年以上にわたって使用できる場合には、借地であっても   

差し支えないこと（，   

ア 借地契約が締結されていること（設置計画書提出時   

においては仮契約締結でもよい。）。   

イ 借地権（地上権又は賃借権）の登記がなされている   

こと。ただし、公共用地についてはこの限りではない。  

② 炭也ば、超厚着カう所有するるのて窃ることを原雛〆   

るこ∠も合お、＜狩の要件を離L、かつ、おおむね2β   

牟以上仁わたっ丁度眉できる場合仁ば、′賢密で諺っ丁£  

J若し委譲ないこと   

ア錯彪賓拗離されれlること儲j箸計画書産出辟   
仁おいて‾ぱ㈱紡紆でるよい。ノ。   

イぼ彪摩修上底又ば賃借唐ノの二穿孟悠（をきわ丁いる   

ことフ．ただL、∠ナ．＃鋤仁ついてコ才この腰■り否ぽない。  

01学級の定員については、40人以下でなければならないこととされているが、養成施設の裁量に   

より決定できるように改める。【一般養成施設・短期養成施設共通】  

見直し案   現行   

上     の学級を設けること。   1学級の定員は、40人以下であること。  少なくとも1以  
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○ 普通教室の数については、同時に授業を行う学級の数を下らない数を設置しなければならないこ  

ととされているが、講義系科目について、大教室における授業が可能となるよう、規制を緩和する。  
【一般養成施設・短期養成施設共通】  

見直し案   現行   

① 同時に授業を行うために′、、な数の普通教室を有  ① 同時に授業を行う学級の数を下らない数の鼻且辺   
すること。   普通教室を有すること。   

②普通教室の広さは、内法による測定で学生1人当  ② 普通教室の広さは、内法による測定で学生1人当   
たり1．65平方メートル以上であること。   たり1．65平方メートル以上であること。   

（ex．）1学級40人×2クラス（80人）の養成施設の場合  

〈現行〉 普通教室2室（40人×2室）以上が必要 → 〈見直し後〉 普通教室1室（80人×1室）でも可。  

78  

○ 社会福祉士の活動領域においては、′くソコン等の汀機器を活用した支援が求められていることか   

ら、これらを活用した支援手法の学習の機会が確保されるよう、パソコン等の汀機器を設置すること   

が望ましい旨の規定を追加する。【一般養成施設・短期養成施設共通】  

見直し案   由行   

捜墓！主お0三⊥▼里生カシiニッ±J担：∠ピ皐ニタニ箋墾  

汀器を活用した相談援の術等を学習する ことが  
必要な設備を設けることが望ましいこと。   
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○ 図書室については、情報公開を進めることを前提に、図書室に係る設置規制のみ課すこととし、  

図書の具体的な数量は示さないこととする。【一般養成施設・短期養成施設共通】  

見直し案   現行   

①教育上必要な機械器具、図書その他の設備を有  
①教育上必要な機械器具、図書その他の設備を有  

すること。  
すること。  

②図書室を有すること。  
② 図書室を有すること。  

蜃＼踏生の朗‾｛し｛、に垂嵐充二更鋲  
盈」副乱温良及び・日壬 口に、いては」畳定規則遡上  

仙1に｛め：に関する専門 
しの｛に怨めこと  

図書1000 以  
土L豊應i後志を1』重頸以±備えてぃること且   

堕し国書亨の蔵書以にも関連する文、ノー▲一 について  

土   で  よ‾必 な P 敷   こと   

※ このほか、図書室内の蔵書量等についての情報公開を義務づけることとする。（→PlO2）  
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●・－∴ ●：主‥’∴ナ’、・i－∴；…∴ナ、－、てこ‥之；  

○ 演習室と実習指導室については、それぞれ別途教室を確保しなければならないこととされている  

が、授業の実施に当たって支障がない場合には、これらの教室を共用することが可能となるよう、規  
制を緩和する。【一般養成施設・短期養成施設共通】  

見直し案   現行   

）少なくとも学生20人につき1室の割合の演習室   ① 少なくとも学生20人につき1室の割合の演習室   

を有すること。   を有すること。   

L坐な堤通屋生20 に⊇皇1豊里劃金王墓呈過重  ② 土会福側溝報 術王現実習指導を行うための実  

を行うための実習指重宝を有すること。  習指導室を有すること。   

ただし、授業の実施に当たユて、教書に支障カ主ない  

田Aにし洩≡■、由と弓トニーb、盲 と共生ることカミ  

可鹿で  こと   
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（参考）現行の社会福祉士養成施設の設備基準について  

呈‾■；；   指導要領   

1学級の定員   40人以下  

普通教室   
同時に授業を行う学級の数を下らない数の専用 のこと 

普通教室を有する。   

演習室   少なくとも学生20人につき1室を有すること。   演習室の1／2以上に視聴覚機器  

昼間課程  

夜間課程  社会福祉援助技術現場実習指導を行うための  
実習指導室を有すること。  

・図書室  

その他   教育上必要な機械器具、図書その他の設備を有 すること 
。  

・学術雑誌を10種類以上   

1学級の定員   なし  

講義室   面接授業実施期間中に確保されていること。  

通信課程                演習室   
少なくとも学生20人につき1室を、面接授業実施  

期間中に確保されていること。  

実習指導室   なし  

その他   なし  

※ 大学については、この基準は適用されず、「大学等設置基準」等が適用されることとなる。  82  
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Ⅳ 実習・演習  

84  

○ 教育力リキュラム全体の見直しを踏まえ、実践力の高い社会福祉士を養成する観点か   
ら、実習・演習に関する教育内容についても、充実・強化を図ることとする。   

○ また、現行．、大学等においては、指定科目の名称と一致する科目の名称により、教育   
が行われていれば、養成施設の教育内容と同等であるものとして取り扱われているとこ   
ろであるが、特に実習・演習については、大学等によってその教育内容にばらつきが大   
きいとの指摘を踏まえ、教育内容や時間数についての基準を課すこととする。   
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シラバスの内容  

含まれるべき事項  

①以下の内容については相談援助実習を行う前に学習を開始し、十分   

な学習をしておくこと   
r●‾‾‾‾■‾‾‾●‾‾■‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾●‾●－‾‾‾－‾‾■●■■‾－－－  

：ア自己覚知   
r‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾●‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－－－‾‾‾－－‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾－●●●●－－－  

：イ 基本的なコミュニケーション技術の習得   
「‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾●●‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾■‾‾‾‾‾‾‾‾‾●●‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾■  

相談援助の知識と技術に係る他の科目との関連性も視野に入れつつ、  

社会福祉士に求められる相談援助に係る知識と技術について、次に掲  

げる方法を用いて、実践的に習得するとともに、専門的援助技術として  

概念化し理論化し体系立てていくことができる能力を洒毒する。  

①総合的かつ包括的な援助及び地域福祉の基盤整備と開発に係る  

具体的な相談援助事例を体系的にとりあげること。  

（診個別指導並びに集団指導を通して、具体的な援助場面を想定した  

実技指導（ロールプレーイング等）を中心とする演習形態により行うこ   

と。  

ウ 基本的な面接技術の習得  

工次に掲げる具体的な課題別の相談援助事例（集団に対する相  

談援助事例を含む。）を活用し、総合的かつ包括的な援助につい   

て実践的に習得すること。   

● 社会的排除   

● 虐待（児童・高齢者）   

● 家庭内暴力（D．∨）   

● 低所得者   

● ホームレス   

● その他の危機状態にある相談援助事例（権利擁護活動を含  

む。）  

オ エに掲げる事例を題材として、次に掲げる具体的な相談援助場   

面及び相談援助の過程を想定した実技指導を行うこと。   

● インテーク   

● アセスメント   

● プランニング   

● 支援の実施   

● モニタノング   

● 効果測定   

● 終結とアフターケア  
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シラバスの内容  

含まれるべき事項  

カ オの実技指導に当たっては、次に掲げる内容を含めること。  

： ●アウトリーチ  

・ ● チームアプローチ  

● ネットワーキング   

● 社会資源の活用・調整・開発   

キ 地域福祉の基盤整備と開発に係る事例を活用し、次に揚げる   

事項について実技指導を行うこと。   

● 地域住民に対するアウトリーチとニーズ把握   

● 地域福祉の計画   

● ネットワーキング   

● 社会資源の活用・調整・開発  

－
－
■
－
－
－
－
－
－
 
 

＋      ＋  

● サービスの評価  

（∋相談援助実習後に行うこと   
r－－－－－－－－－－－一－－－－－－－－－－一一一一－－－－一一－－一－－－一一－－－－－－－－●－－■■－‾‾‾‾‾‾‾  

；相談援助に係る知識と技術について個別的な体験を一般化し、実  
：践的な知識と技術として習得できるように、相談援助実習における苧  
；生の個別的な体験も視野に入れつつ、集団指導並びに個別指導によ  
：る実技指導を行うこと。  

（注1）相談援助の知識と技術に係る科目として主に「相談援助の基盤と専門職」、r相談援助の理論と方法」、「地域福祉の理論と方法」、r福祉行財   
政と福祉計画j、「福祉サービスの組織と経営j、「相談援助実習」、r相談援助実習指導」などの科目。  

（注2）相談援助演習の実施にあたっては、相談援助実習指導、相談援助実習の教育内容及び授業の進捗状況を十分踏まえること。  
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シラバスの内容  

含まれるべき事項  

・相談援助実習の意義について理解する。   

・相談援助実習に係る個別指導並びに集団指導を通して、相談援助  

に係る知識と技術について具体的かつ実際的に理解し実践的な技術  

等を体得する。   

・社会福祉士として求められる資質、技能、倫理、自己に求められる課  

題把握等、総合的に対応できる能力を習得する。   

・具体的な休験や援助活動を、専門的援助技術として概念化し理論化  

し体系立てていくことができる能力を酒毒する。  

0次に掲げる事項について個別指導及び集団指導を行うものとする。  

ア相談援助実習と相談援助実習指導における個別指導及び集団  
指導の意義  

‾‾‾‾‾－－一－－一一一－－－－－－－－－ －－一一－－－－一一－－－－－－一一－－一－－－－－－－一 －■－●一■一一■  

イ 実際に実習を行う実習分野（利用者理解含む。）と施設・事業  

者・機阻団休・地域社会等に関する基本的な理解  
●－一－－－－－一一一－－－一一－－－－－－－－－－一一－－－－－一－－－－－－－－－－－－－－－－－■■▼－■－■一  

っ 実習先で行われる介護や保育等の関連業矧こ関する基本的な   

理解  
‾‾‾－－－－一一－－－－一－－－－－－－－－－－一一－－－－－一－－－－－－一一一一－－－－一一－－－一一■■－－一  

工現場体験学習及び見学実習（実際の介護サービスの理解や各  

種サービスの利用体験等を含む。）  
●●■－－－■■－－●■■－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－■■－●一一一■  

オ実習先で必要とされる相談援助に係る知識と技術に関する理   

解  

力実習における個人のプライバシーの保護と守秘義務等の理解  

（個人情報保護法の理解を含む。）  

キ「実習記録ノート」への記録内容及び記録方法に関する理解  

ク 実習生、実習担当教員、実習先の実習指導者との三者協議を  

踏まえた実習計画の作成  

ケ 巡回指導  
‾‾‾一－－－－－一一一－－－－－－－－－一一 －－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一一一一一－－－－－－－－■  

コ 実習記録や実習体験を踏まえた課題の整理と実習総括レポー  

トの作成  
●一■－■－■●－－－－－－－－一－－－－－－－－－－－一－－－－－－－■－■■－－●●－■▼－●－－●－■－一一－■  

サ 実習の評価全体総括会  

（注1）相談援助実習を効果的にすすめるため、実習生用の「実習指導マニュアル」及び「実習記録ノート」を作成し、実習指導に活用すること。  
（注2）実習後においては、その実習内容についての達成度を評価し、必要な個別指導を行うものとする。  

（注3）実習の評価基準を明確にし、評価に際しては実習先の実習指導担当者の評定はもとより、実習生本人の自己評価についても考慮して行うこと。88  

シラバスの内容  

含まれるべき事項  

・相談援助実習を通して、相談援助に係る知識と技術について具体的  

かつ実際的に理解し実践的な技術等を体得する。   

・社会福祉士として求められる資質、技能、倫理、自己に求められる課  

題把握等、総合的に対応できる能力を習得する。   

・関連分野の専門職との連携のあり方及びその具体的内容を実践的  

に理解する。  

①学生は次に掲げる事項について実習指導者による指導を受けるもの   
とする。  

②相談援助実習指導担当教員は巡回指導等を通して、次に掲げる事項  
について学生及び実習指導者との連絡調整を密に行い、学生の実習状  
況についての把握とともに実習中の個別指導を十分に行うものとする。  

：ア 利用者やその関係者、施設・事業者・機関・団体等の職員、地域  
住民やボランティア等との基本的なコミュニケーションや人との付き  

合い方などの円滑な人間関係の形成   
「‾‾‾‾ ‾ ‾‾－‾‾ ‾‾‾‾‾‾ ‾‾‾‾－‾‾ ●－－－－－－－－－一一－－ －－－－－一一－ －－ －－－－－－－ －‾‾‾‾－‾‾  

：ィ 利用者理解とその需要の把握及び支援計画の作成  

；り利用者やその関係者（家族・親族・友人等）との援助関係の形成   
r‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾－■‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾－－－－－－－－－－－‾‾‾－‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾－‾－  

：工 利用者やその関係者（家族・親族・友人等）への権利擁護及び支  

援（エンパワメントを含む。）とその評価  
L＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●＿＿＿＿＿  

：オ多職種連携をはじめとする支援におけるチームアプローチの実際  
l  

ト＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿▼＿＿＿＿■▼＿＿＿＿｝－▼＿＿－＿▼＿＿＿＿＿＿＿＿＿■＿＿＿▼＿＿  

：力社会福祉士としての職業倫理、施設・事業者・機関・団体等の職  
員の就業などに関する規定への理解と組織の一員としての役割と  

責任への理解  
l－－－－－－・－－－－－－－－－－－－－－－・－－－－一一一一＿－＿－－－－－－－－－－－・－－－・－－－  

：キ施設・事業者・機関・団体等の経営やサービスの管理遷宮の実際  
I  

l  

；ク当該実習先が地域社会の中の施設・事業者・機関■団体等である  

ことへの理解と具体的な地域社会への働きかけとしてのアウトリー  

チ、ネットワークキング、社会資源の活用・調整・開発に関する理解。  

（注）相談援助実習を実施する際には、下記の点に留意すること。   
任）配属実習に際しては、健康診断等の方法により、実習生が良好な健康状態にあることを確認したうえで配属させること。   
虐）実習先は、巡回指導が随時可能な範囲で選定することとし、実習内容、実習指導体制、実習中のリスク管理等については実習先との問で十  
分に協議し、確認しあうこと。  89   



○ 実習・演習担当教員については、現場における相談援助の知識及び技術を活用する   

ことにより、実践力の高い社会福祉士を養成する観点から、  
①5年以上の実務経験を有する社会福祉士や一定の教歴を有する者を原則としつつ、  
②これら以外の者については、「社会福祉士実習・演習担当教員講習会」を新たに創設   

し、その受講を義務付けることとする。  

見直し案  

（》大学院、大学、短期大学及びこれらに準ずる教育機  

関において、法令の規定に従い、当該科目を担当する  

教授、准教授、講師（非常勤を含む。）又は助教として豊  

年以上担当比後険担ある童  

②専修学校の専門課程の専任教員として、当該科目を   

皇室以上担当した経験のある者  

姓会誌祉援助技術演習、社会福祉援助技術現場実習  

及び社会福 

①大学院、大学、短期大学及びこれらに準ずる教育機  

関において、法令の規定に従い、当該科目を担当する  

教授、助教授又は講師（非常勤を含む。）として選考呈塾   

た者  

②専修学校の専門課程の専任教員として、当該科目を   

豊年以上担当した経験のある者  

③大要」院剋⊥呈該捜且に鼠宣る謎究領域を専攻   

した看で修士又は博士の学位を右する者  

④社会福祉士資格取得後、5年以上相談援助案務に   

従事した経験のある者  

⑤社会福祉援助法盤姐及び社会福祉援助技厳   
現場実習指導については 

福祉援助及盤邁翌を教授で 

見直し案  魂行 

【経過措置】  

○平成21年3月31日において．‡引こ実習・演習を担当  

する教＿員＿至あ⊇三1触ら3までに該当しないものに⊇  

巨三」呈ゝ空虚旦旦重量月旦］旦圭で嬰周、引続き真豊二虞  

することができるものとする 
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○ 実習・演習担当教員の員数については、現行、養成施設における演習科目のみ、20：  
1以上で配置しなければならないこととされているが、学生1人1人に対し、よりきめ細か   

い教育を行うことを通じて、より実践力の高い社会福祉士を養成する観点から、大学も含   
め、演習と実習指導について、現行制度と同様、20：1以上の教員を配置しなければなら   
ないこととする。  

見直し案   現行   

亀亜談援助邁豊盈ぜ亜謎援助真眉指塵の技量を圧う  辻会塩辿援助 彷 …が掌皇2gA以王で塞 がロ能   

に当たっては、少なくと膳20につ1人以上の教  

員を有すること。  

（塾＿大越にっては、のの教昌のう′J、なくと1人以  

上は重任の致昌軒配貫こ   
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∴● ∴i－‥●・・‥－∵∴チ∵・く∴一一∴i‡ぎ、●、∴・；∴  

見直し案  現行   

1の｛習を行う施設 は  に．  所 において   社会福祉援助技術現場実習を行う施設又は事業に係   

I入  こ三とができる 
－±… ヒ指  

る事業所の数（市町村において社会福祉援助技術現場   

‾ 喜  は  に‾、   一にノ、     の   実習を行う場合にあっては、当該市町村の数を含む。）は  
ロー に5  じて得た数を上限とす こと  社会福祉援助技術現場実習の必要な学生数の五分の  

ー以上であること。   

（ex．）実習の必要な学生が20人の場合  

〈現行〉 A施設 5人 → 〈見直し後〉 A施設（実習指導者a）5人  

（実習指導者b）5人  

（実習指導者c）5人  

小計15人  

B施設（実習指導者d）5人  

E∋施設 5人  

（〕施設 5人  

［）施設 5人  

合計 20人  合計20人   
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見直じ案  

【経過堤置ユ   

②一旦馳騒祉：上の資格取得後㌧  
姻 ある者lこつい   

てlよ、平成2生年3月31巳蓋ての問Jこ＿厚生労働大臣   

ば足りることとする．   ③（胸   
裏陰に該当する看であっても差し支えないものとするれ   

福祉法貰6粂に規定する社会福祉主事と して、8年以   

脚事した経験のある毛   

での間lこ、社会福祉法 イ 平成21年3月31日ま人全   
国社会福祉協議会が行う社会福祉士養成施設美音   

酬丑会福祉士の   

資塵を有する者  
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○効果的な実習教育を確保する観点から、実習は1の実習施設において120時間以上   
行うことを基本とする。   

○実習担当教員が週1回以上の定期的巡回指導を行わなければならない要件を緩和す   

る。  

見直し案  

①各実習施設における実習計画が、当該実習施設との  

連携の下に定められていること。  

助の一連の過程を網羅的力、つ集中  

、1の実習施設において120畦鼠   

以土jラうこ娃基本とすること。  

③実習担当教員蛙⊥少なくとも週1回以上の定期的巡   

回指導を行うこL   

馳L真豊艶阻中   
に、一少なくとも1匝以上迦墜匝臨豊をi王去三とを前提lこ、  

実習施設との十分な連携の下、実習期間中lニ学生が  

も差し支えないこととするれ  

④実習において知り得た個人の秘密の保持について、  

実習生が十分配慮するよう指導すること。  

Q）各実習施設における実習計画が、当該実習施設との   

連携の下に定められていること  

②実習施設は、実習担当教員による週1回以上の定期   

的巡回指導が可能な地域に存すること。  

③実習において知り得た個人の秘密の保持について、  

実習生が十分配慮するよう指導すること。  

○ 現に福祉サービスに従事してる者について、その負担を軽減し、社会福祉士国家資格   

の取得を促す観点から、現行の1年以上の実務経験を経た者については、実習及び実   

習指導が免除される取扱いを維持する。  

見直し案   現行   

指定施設において一年以上相談援助の業務に従事し  指定施設において一年以上相談援助の業務に従事し   

た後、入学し、又は入所する者については、祖談援助案  た後、入学し、又は入所する者については、社会福祉援   

習及び担談援助美里塩導の履修を免除することができる  助j抹‾ 自由習及び社会猛祉援助技術現場塞呈脳、酋  

の履修を免除することができる。   
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Ⅴ 通信課程  

98  

○ 通信課程における教育内容については、実践力の高い社会福祉士を養成するという   

観点に立って、講義系科目に係る面接 
習に関する面接授業の充実を図る。   

○ また、通信課程における実習については、現行、通学課程の半分の時間数で足りるこ   

ととされていたが、上記と同様の観点から、通学課程と同様の時間数への充実を図る。  
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科目名   
麿堺  一般養成施設  短期養成施設  

作㈲          面接授業  印刷教材  実習  面接授業  印刷教材  実習   

人体の構造と機能及び疾病   30ム  90h  

心理学理論と心理的支援   30／l  90h  

社会理論と社会システム   30／】  90h  

現代ネ土会と福祉   60／丁    ／  180h    ／    ／  180h  

社会調査の基礎   30／丁  

相談援助の基盤と専門職   60／T  

相談援助の理論と方法   †20ん  

地域福祉の理論と方法   60／】  

福祉行財政と福祉計画   30／）  

福祉サービス組織と経営   

社会保障   

高齢者に対する支援と介護保険制度   

障害者に対する支援と障害者自立支援制度   

児童や家庭に対する支援と児童・家庭福祉制度   

低所得者に対する支援と生活保護制度   

保健医療サービス   

就労支援サービス   

権利擁護と成年後見制度   

更生保護制度   

相談援助演習   了50／了   

相談援助実習指導   9（〕わ   

相談援助実習   丁βロム  

基率坤≡；こ；＝・；≡…  ‡‡手；≡≡三三三≡≡ア雑：：÷ 孝之軒 毀顧姉＝＝‡－≡㌻≡  ≡真珠翫辟 

（参考）現行の通信課程における教育力リキュラム  
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○養成施設の通信課程における教育方法に関する基準については、現行の基準を前提   

としつつ、面接授業（スクー」ノング）については、大学等や養成施設等への委託が可能な   

取扱いとする。【一般養成施設・短期養成施設共通】  

見直し案  

（D 印刷教材は、別表第○に定める各科目について、同   

表に定める時間以上の学習を必要とするものであって、   

その内容は次によるものであること。  

（1）正確、公正であって、かつ、配列、分量、区分及び図  

表が適切であること。  

（2）統計その他の資料が新しく、かつ、権威あるもので  

あること。  

（3）自学自習についての便宜が適切に図られていること。  

② 面接授業は、養成施設等の教員lこよって行わなけれ   

ばならない＜た＿だ」当該養成鹿設蔓塑宣言左直捜投票   

の管理等を弛異に行うことかてきる唱合一∈あって、委   

託先が次のし地目二該当する場合につし岨面   

し支えなし㌦  

（2）社会福祉士の養成を行う大学等  

③面接授業の内容は、別表第○に定めるもの以上であ   

ること。  

①印刷教材は、別表第三に定める各科目について、同  

表に定める時間以上の学習を必要とするものであって、   

その内容は次によるものであること。  

（1）正確、公正であって、かつ、配列、分量、区分及び図  

表が適切であること。  

（2）統計その他の資料が新しく、かつ、権威あるもので  

あること。  

（3）自学自習についての便宜が適切に図られていること。  

（∋面接授業の内容は、別表第三に定めるもの以上であ   

ること。  
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見直し案  

④通信課程における指導は、通信指導及び添削指導と   
し、その方法は、次によること。  

（1）通信指導は、計画的に行うこと。  
（2）添削指導は、別表第○に定める各科目について一   
回以上行うこととし、添削に当たっては、採点、講評、   
学習上の注意等を記入すること。   
※ 通信課程の学生の評価に当っては、指定規則別  
表第○に定める科目毎に、当該授業内容への理解   

点から、少なくとも1回以上レポー 

の確認を行う観ト   等の提出を束めるとともに⊥印刷教材による授業の  
時間数90時間（印刷教材による紳  
時間に満たな蜘去当該時間数1につ  
き1回以上の添削指導を行うものとする。（相談援助  
実習及び相談援助実習指導は除く。）  

⑤ 別表第○に定める各科目を教授するのに必要な数   

の教員を有し、かつ、一人は専任教員であること。   
※ 添削指導者  

各科目毎の教員の資格要件に該当する者及び  

現に大学院において、当該科目に関する研究領域  
を専攻している者  

⑥講義室が面接授業実施期間において確保されている   

こと。  

⑦少なくとも学生二十人につき一室の割合の演習室が   

面接授業実施期間において確保されていること。  
⑧実習の内容は、別表第○に定めるもの以上であるこ   

と。  

③通信課程における指導は、通信指導及び添削指導と   

し、その方法は、次によること。  

（1）通信指導は、計画的に行うこと。  

（2）添削指導は、別表第三に定める各科目について一   

回以上行うこととし、添削に当たっては、採点、講評、   

学習上の注意等を記入すること。   

※ 通信課程の学生の評価に当っては、指定規則別  

表第三に定める科目毎に、面接授業時に試験等を  
裏施するとともに、印刷教材による授業の時間数旦1  

睦屈につき1回以上の添削指導を行うものとする。   

（社会福祉援助技術現場実習及び社会福祉援助技  

術現場実習指導は除く。）  

④別表第三に定める各科目を教授するのに必要な数   

の教員を有し、かつ、一人は専任教員であること。   
※ 添削指導者  

各科目毎の教員の資格要件に該当する者及び  

現に大学院において、当該科目に関する研究領域  

を専攻している者  

⑤講義室が面接授業実施期間において確保されている   
こと。  

⑥少なくとも学生二十人につき一室の割合の演習室が   

面接授業実施期間において確保されていること。  

⑦実習の内容は、別表第三に定めるもの以上であるこ   

と。  
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○ 養成施設の通信課程については、現行、事務職員の配置が求められていないが、事   

務作業等による教員の負担を軽減し、教育へ専念させる観点から、新たに事務職員の   
配置を義務づけることとする。【一般養成施設・短期養成施設共通】  

見直し案   現行  

三とL  

は通信課引こ、iる教 員と兼務し  虜雇’をL   

てはならないこと   
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Ⅵ 情報公開  

106  

○ 社会福祉士養成施設については、今後、その入学希望者が自らの希望に応じて適切   
な選択ができるよう、必要な情報を提供していくことが重要であることから、一定の内容   
について、新たに情報開示を行うものとする。【一般養成施設・短期養成施設共通】  

1．現行の要件  

○ 現行の社会福祉士養成施設の指定基準においては、情報開示に係る具体的な規定は定められて  

いないところ。   

○ しかしながら、介護福祉士については、平成18年7月に取りまとめられた介護福祉士のあり方及  

びその養成プロセスの見直し等に関する検討会報告書「これからの介護を支える人材について」に  

おいては、次のとおり提言がなされているところ。  

・養成施設の施設設備等については、現在、必要な教室、教育用器具機材、図書の整備など項目ごとに詳1   
細に定められている0しかしながら、今後、教育内容の見直しに合わせ、養成施設入学希望者等への情報・  

の 提供を図る観点から、施設準備整備状郷関係者の意見も十分踏ま 圭  

が教室由査（カリキュラム、，ラ′くス、教科亘  
＼、 脚実習先専にういて」腹報提倶をすることが重要である。ノ  
、 
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2．見直し案  

⊥1）情報阻昼型壇旦  

○ 社会福祉士養成施設における情報開示の項目については、他の制度における情報開示の項目   

を参考としつつ、次のとおり定め、これらの開示を行うものとする。  

【法人情報】  

（か 法人種別、法人名称、法人の主たる事務所の住所・達綺先  
② 法人代表者氏名  
③ 責成施設以外の実施事業  
④ 財務諸表  

【養成施設情報】  

（D 責成施設名称、責成施設の住所・連絡先  

② 養成施設代表者氏名  
③ 責成施設の開設年月日  
④ 学則  

⑤ 研修施設、図書館（蔵書数を含む。）等の設備の概要  
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【養成課程情報】   

① 養成課程のスケジュール（期間、日程、時間数）  

② 定員  
③ 入学までの流れ（募集、申し込み、資料請求先）  

④ 費用  
⑤ 科目別シラバス  
◎ 教員数、科目別担当教員名（教員の名前、略歴、保有資格）  

⑦ 教材  

⑧ 協力実習機関の名称、住所、事業内容  
⑨ 実習プログラムの内容・特徴  

【実績情報】  

－ 
－∴三三三  

の延べ人数  

の進路の状況（就職先の施設種別、卒業者のうらの就職者数）  

【その他情幸別  

その他、利用者の選択に資する情報  
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○ ワムネットや養成施設のホームページ等を通じて、広く一般に公開することを原則とする。   

○ なお、入学希望者等が開示された情報を容易に比較検討できるよう、情報開示に係る標準的な   

様式例を示すことを検討する。   

（3）留意事項  

○ 情報開示の義務付けと併せて、開示内容の適正性を担保する観点から、虚偽又は誇大な情報   

を開示してはならないこととする。  
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国家試験の受験資格における  

実務経験の範囲  

112  

1．就労支援分野に従事する者の位置付け  

○ 昨今の福祉サービス現場においては、自立した日常生活を支える観点から、就労支援の重要性   
が高まっていることから、新たに実務経験の対象施設として、障害者就業・生活支援センター等を位   

置付けることとする。  

【現行】  【見直し案】  

次に掲げる施設において、相談援助を行  

う専任の職員を実務経験の対象とする。  

（む 障害者就業・生活支援センター  

②地域障害者職業センター、広域障害者   

職業センター  

③障害者雇用納付金制度に基づく第1号   

職場適応援助者助成金の支給対象となっ   

ている施設等  

④ 発達障害者支援センター   

・層害者戯貰・．生ノ芽．貢窟センター筈にお／ナ  

る戯仁つい丁ば、兵’産卵のノ村費とをっ   

rいない‘，  
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2．児童養護施設等の保育士の位置付l  

○ 児童養護施設等に配置される保育士については、当該施設が行うサービスの内容として生活指  

導や職業指導等に係る相談援助業務が制度的に位置付けられている（最低基準において明記さ  

れている）ことから、現行、既に実務経験として認められている児童指導員と同様に、保育士につい  

ても実務経験を認めることとする。   

なお、対象となる施設は、児童福祉施設のうち、生活指導や職業指導等がサービスとして位置付   

けられているものに限るものとする。  

【見直し案】  【現行】  

生活指導や職業指導等がサービスとして  

位置付けられている次に掲げる施設に配  

置されている保育士についても実務経験  

の対象とする。  

①乳児院（児童指導員を含む。）  
②児童養護施設  
③情緒障害児短期治療施設  
④知的障害児施設  
⑤知的障害児通園施設  
⑥盲ろうあ児施設  

（∋肢体不自由児施設  

⑧ 重症心身障害児施設  

（9 重症心身障害児通園事業  

児童義務晩熟訂二お」ケる庚育士仁つい  

て‘ぱ、拗の対象とをっ丁いをい。  

高齢者軌細胞   障害者蘭操施殻   墟童顔穣施蕗   その他   

・養護老人ホーム   ・身体障害者更生相談所   ・児童相談所   ・保健所   
・特別養護老人ホーム   ・身体障害者福祉センター   ・母子生活支援施設   ・病院・診療所   
・軽費老人ホーム   ・身体障害者更生施設   ・児童養護施設   ・救護施設   
・老人福祉センター   ・身体障害者療護施設   ・児童自立支援施設   ・更生施設   
・老人短期入所施設   ・身体障害者授産施設   ・児童家庭支援センター   ・授産施設   
・老人デイサービスセンター   ・身体障害者生活支援事業   ・児童自立生活援助事業   ・宿所提供施設   
・老人介護支援センター   ・身体障害者自立支援事実   ・短期入所生活援助事業、夜間養護等  ・福祉事務所   
・指定通所介護（基準該当を含む。）  ・知的障害者更生相談所   事業   ・婦人相談所   
・指定介護予防適所介護（基準該当を含  ・知的障害者更生施設   ・地域子育て支援事業   ・婦人保護施設   

む。）   ・知的障害者授産施設   ・知的障害児施設   ・母子福祉センター   
・指定短期入所生活介護（基準該当を含  ・知的障害者福祉工場   ・知的障害児通園施設   ・隣保館   

む。）   ・知的障害者通勤寮   ・盲ろうあ児施設   ・地域福祉権利擁護事業   
・指定介護予防短期入所生活介護（基準  ・療育等支援事業   ・肢休不自由児施設   ・市区町村社会福祉協議会   

該当を含む。）   ・地域障害者生活支援事業   イ青繕障害児短期治療施設   ・地方更生保護委員会・保護観察所   
・指定通所リハビリテーション   ・のぞみの園   ・重症心身障害児施設   ・更生保護施設   
・指定介護予防通所リハビリテーション  ・精神保健福祉センター   ・児童デイサービス   ・労災特別介護施設   

・指定短期入所療養介護   ・精神障害者生活訓練施設   ・心身障害児総合通園センター   ・地域福祉センター   
・指定介護予防短期入所療養介護  ・精神障害者授産施設   ・国立病院委託病床   ・ホームレス相談推進業務   

・指定認知症対応型適所介護   ・精神障害者福祉工場   ・重症心身障害児（者）通園事業   ・ホームレス自立支援センター   
・指定介護予防認知症対応型適所介護  ・精神障害者地域生活支援センター  ・家庭支援電話相談事業   

・指定小規模多機能型居宅介護   ・精神障害者退院促進支援事業  ・ヴェトナム難民収容所   

・指定介護予防小規模多機能型居宅介  ・相談支援事集  ・子供家庭相談事菓   
護   ・障害者支援施設  巧L幼児健全育成相談事業   

・指定認知症対応型共同生活介護  t生活介護  ・すこやかテレホン事業   
・指定介護予防認知症対応型共同生活  ・知的障害者専門相談事菓  
介護  ・就労移行支援  

・指定居宅介護支援  ・就労継続支援  
・介護老人福祉施設  ■重度障害者等包括支援  
・介護老人保健施設  ・障害者デイサービス  
t介護療養型医療施設  ・短期入所  
・地域包括支援センター  ・共同生活介護  
・生活支援ハウス  ・共同生活援助  
・有料老人ホーム  ・福祉ホーム  
・指定特定施設入居者生活介護を行う適  
合高齢者専用賃貸住宅  ・日中一時支援事業  

・地域密着型特定施設入居者生活介護  
を行う適合高齢者専用賃貸住宅  ・聴覚障害者情報提供施設  

・指定介護予防特定施設入居者生活介  
護を行う適合高齢者専用賃貸住宅  

・高齢者総合相談センター   J■  



○ 現行制度においては、実務経験の対象施設において実務経験を有する者については、社会福祉   
士養成施設における実習が免除されることとされているが、実務経験の対象施設と実習施設の範   

囲を比較すると、実務経験の対象施設の範囲の方が広く、必ずしも両者の整合性が確保されてい   
ない状況にある。   

こうした現状を踏まえ、実習施設の範囲と実務経験の対象施設の範囲とが原則として一致（現に廃  

止されている施設を除く。）するよう、見直しを行う。  

【見直し案】  

離統御啓富者腿／ニついて‾ぼ、  
真淵の対顔彪の願囲亡ぼ好産材げら  

．れ口lをカfち、臭■ぎ鹿穿の願虜ソニぱ位置〟・  

／ナら一れて1咤れ㌧  

実務経験の対象施設の範囲と実習施設の  

範囲を原則として一致させる。  

※ 実務経験の対象施設に位置付けられていながら、実習施設に位置付けられていないものであって、新たに   

実習施設として位置付けるもの（（か）や実務経験の対象施設及び実習施設の双方に新たに位置付けるもの（（a）  

① 精神障害者生活訓練施設、精神障害者授産施設、精神障害者福祉工場、指定小規模多機能型居宅  

介護、指定適所リハビリテーション、指定短期入所生活介護、指定短期入所療養介護事業所、指定認知  

症対応型共同生活介護、指定特定施設入居者生活介護、指定居宅介護支援事業所、ホームレス自立   

支援センター  

（∋ 更生保護施設、広域障害者職業センター、地域障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター、  

一定の要件を満たす独立型社会福祉士事務所 等  

設  障害者関係施設   児童関係施設   その他  

ー  ・相談支援事業   ・児童相談所   ・病院・診療所  
・障害者支援施設   ■母子生活支援施設   ・救芸隻施設  
・生活介護   ■児童養護施設   ・更生施設  
・自立訓練   ■知的障害児施設   ・授産施設  

・就労移行支援   ■知的障害児通園施設   ・福祉事務所  
・就労継続支援   ・盲ろうあ児施設   ・市区町村社会福祉協議会  
・重度障害者等包括支援   ・肢体不自由児施設   ・婦人相互灸所  
・共同生活介護   ・重症心身障害児施設   ・婦人保護施設  

・共同生活援助   ・情緒障害児短期治療施設   ・母子福祉センター  
・福祉ホーム   ■児童自立支援施設  

・地域活動支援センター   ・指定医療機関  
※上記については、主として身体障  

害者又は知的障害者に行うものに  
限る。  

・身体障害者更生相談所  
・身体障害者福祉センター  

・旧身体障害者更生施設  
・旧身体障害者療護施設  
・旧身休障害者授産施設  
・知的障害者更生相談所  
・旧知的障害者更生施設  
・旧知的障害者授産施設  

・旧知的障害者通勤寮  
・のぞみの園  
・障害者デイサービス   

高齢者関係施  

老人デイサービスセンタ  

老人短期入所施設  
養護老人ホーム  

特別養護老人ホーム  
軽費老人ホーム  
老人福祉センター  
老人介護支援センタ鵬  
老人デイサービス事業  
介護老人保健施設  
地域包括支援センター   
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Ⅷ 転入学等の取扱い  
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○現行制度においては、社会福祉士養成施設から他の社会福祉士養成施設への車云入学等が認め   
られていないが、教育内容が同等であることを前提として、単位互換を認め、これが可能となる仕組   

みとする。   

○単位互換を行うに当たっては、大学又は社会福祉士養成施設が、当該大学等における開講科目   

の教育内容と既修得科目の教育内容とを比較した上で、当該大学等が同等と認めた場合であって、   
当該大学等における開講科目として履修認定を行う場合に限るものとする。   

○ ただし、相談援助実習と相談援助実習指導については、両科目を一体として行うことにより、教育   

効果が見込まれることから、いずれか一方の科目のみの単位互換は認めないものとする。  

他の社会福祉士養成  
他の大学への転入学等  

施設への転入学等   

他の資格の養成施設  

への転入学等   

大学において既習得科目が   

ある場合   
○   ズ ー→9   ‾※   

社会福祉士養成施設におい  
○   ズ →0   ‾※   

て既修得科目がある場合  

他の資格の養成施設におい  

て既修得科目がある場合   
○   ズ →Q   ‾※   

（注）※印については、当該他の資格の養成施設の指定基準等において、転入学等が認められているか否かによる。  
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Ⅸ 施行期日  
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○ 教育力リキュラムの見直しとこれに併せて行われる以下の基準の見  

直しについては、平成21年4月1日から施行する。   
「Ⅰ教育力リキュラム等の内容」   

「Ⅱ 教員」   

「Ⅲ 施設設備」   

「Ⅳ 実習・演習」   

「Ⅴ 通信課程」   

「Ⅵ 情報公開」   

「Ⅷ 転入学等の取扱い」  

O「Ⅶ 国家試験の受験資格における実務経験の範囲」については、平   

成20年度試験（平成21年1月に実施予定）から施行する。  
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